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考え方

▲

日本郵船グループ環境ビジョン
当社グループは、環境経営を強化するため2023年3月に環境ビジョンを改訂しました。持続可能な社会、すなわち
「青く美しい地球」そして「次世代に安心して引き継げる社会」の実現に向けて、特に対処すべき3つの環境課題を策定
しグループ一丸となって取り組んでいます。

● 気候変動対策
. 2050年ネット・ゼロエミッションの達成に向け、多様なステークホルダーとの共創を通じた新技術と新燃料の
社会実装に果断に取り組み、グループ一丸となってスコープ3を含むバリューチェーン全体での温室効果ガス
排出量の削減を進めます。

● 海洋環境・生物多様性保全
. 安全の徹底による海洋汚染の防止や、新技術の積極的な実装による環境負荷物質の排出量削減、水中騒音の
低減、船体付着物の低減等のほか、海洋プラスチックの分布・影響分析や環境DNA収集を通じた生態系
把握による実効性ある施策を共創し実践します。

● 大気汚染防止
. 船舶・航空機・車両等からの大気汚染物質排出量の削減を進め、地球環境と人間の健康に優しい事業を実践
します。

日本郵船グループ  環境ビジョン

特に対処すべき3つの環境課題

日本郵船グループは、総合物流企業の枠を超え
未来に必要な価値を不断に共創することで環境課題の解決を世界の先頭に立って牽引し、

地球と人類の持続可能な発展を支える存在であり続けます。

気候変動対策 海洋環境・生物多様性保全 大気汚染防止
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1. 取締役会での決議に基づくトップマネジメントの明確なコミットメントのもとで、企業活動が地球環境に
与える影響を考慮し、必要な目的・目標を定め、これらを定期的に見直し、施策の継続的な改善を図ることに
より、海洋・地球環境・生物多様性・水資源・森林等の保全に努めます。

2. 安全・環境に関する法律・規制等の遵守はもとより、グループ内外の多様なステークホルダーとの対話に
基づく独自の環境マネジメントシステムを構築・運用し、その継続的な改善により環境パフォーマンスの
向上に努めます。

3. 運航船隊の安全確保をはじめ、内陸・内水及び航空輸送を含む全ての輸送モード、並びにターミナル、倉庫等、
海・陸・空に広がるサービスの安全確保に努めます。

4. バリューチェーン全体で多様なステークホルダーとの協働に努め、省資源、省エネルギー、廃棄物削減、
リサイクル、温室効果ガスの削減、環境負荷物質の削減、水資源管理、森林保全等に取り組み、気候変動
対策、海洋環境・生物多様性保全、大気汚染防止等、あらゆる環境課題に対処します。

5. 船舶・航空機・車両等の輸送機器の調達・運用・廃棄による環境負荷を出来る限り小さくすることに努め、
多様なステークホルダーとの共創を通じた新技術と新燃料の社会実装にも果断に取り組みます。

6. 船舶の解撤においては、安全・環境・人権等に配慮した責任ある解撤を透明性を持って推進し、サーキュ
ラーエコノミーを実践します。

7. 環境課題に対処するための新たな技術の採用に際して、社内外の関係者へ適切かつ十分な教育・訓練を
提供し、公正な移行を実現します。

8. 社内広報活動・環境セミナー等を通じて、たゆみなく社員一人ひとりの環境意識を高め、本環境方針を浸透
させます。

9. 社会との対話を密にし、バリューチェーン全体での環境リスク・機会を含めた積極的な環境情報開示、実効性.
あるイニシアティブでの主体的活動と発信、環境保全活動への助成・支援に努めることで多様なステーク.
ホルダーとの共創を促進し、グループ内外での環境課題への対応を前進させ、企業価値の向上に努めます。

代表取締役社長
2001年9月1日制定
2009年4月1日改訂
2017年4月1日改訂
2023年3月31日改訂

▲

日本郵船グループ環境方針

環 境
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行動計画・目標

▲

「環境経営指針」によるGHG排出量の把握と管理
地球温暖化防止に向け、運航船舶からのGHG排出量の削減に取り組んでいます。GHG排出量を把握し、削減目標を
管理するため、環境経営指標を導入しています。以下は2023年3月時点での情報となり、社会状況に応じて見直される
可能性があります。

環境経営指標は、IMO※のガイドラインに準拠したGHG排出原単位を用いています。

 
環境経営指標 ＝

 環境負荷（GHG排出量）
  事業付加価値（海上輸送重量トン・キロメートル）

また、この指標は独自に開発した指標データ管理システムより算出、管理しています。

当社の温室効果ガス削減達成実績と最新の目標は下記の通りです。

※ IMO
International Maritime Organization
国際海事機関の事。海運・造船に関する技術的問題や法律的問題について、政府間の協力の促進や条約の策定等を行っている国連の専門機関。

※1  環境宣言 
2021年9月30日、日本郵船グループの外航海運事業に関連するGHG削減長期目標を「2050年までのネット・ゼロエミッション達成」とすることを決定しました。

参照：ニュースリリース「外航海運事業におけるGHG削減長期目標「2050年までのネット・ゼロエミッション達成」」
　　..https://www.nyk.com/news/2021/20210930_03.html
※2 SBTイニシアティブ

産業革命前からの気温上昇を2℃未満に抑えるため、企業による科学的根拠に基づいたGHG排出削減目標達成を推進することを目的として、
気候変動対策に関する情報開示を推進する機関投資家の連合体であるCDP、世界資源研究所（WRI）、世界自然保護基金（WWF）、
国連グローバル・コンパクト（UNGC）の4団体により設立されたイニシアティブ。
2022年3月時点で、世界1,200以上の企業が認定を受けており、日本企業では当社が20社目となります。

※ 数値が減少するとトン・キロメートルあたりのGHG排出量が改善したことになります。

基準年 2010年 2010年 2015年

発表媒体

目標年 2015年 2018年 2030年
目標削減率

削減実績

10% 15%

－
2050年

環境宣言※1Staying Ahead 2022More Than
Shipping 2018

More Than
Shipping 2013

ネットゼロ30%

13.4%

GHG GHG

温室効果ガス削減目標温室効果ガス削減目標発表年 2011年 2014年 2018年 2021年

温室効果ガス削減目標

14.3%
（17年度）

環境経営指標（ℊ-CO2／トン・キロメートル）

スコープ1
（船舶 + 航空機）

2015年度
船種

2016年度 2017年度 2019年度 2020年度 2021年度

6.36 6.33 6.26 6.18

2018年度

6.21 6.776.11

改善率

2015年度比

+6.44%

環境経営指標データ

当社の中長期環境目標はSBT認定※2を取得いたしました。

なお、現在の目標の進捗状況は下記の通りです。

環 境
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■ 2021年度環境マネジメントプログラム（達成評価）

目標・指標 手段・施策 達成状況 （2021年4月〜2022年3月）

1 環境活動の推進

1..NYKグループの認証サイト内のガバナンス維持
2..NYKグループの認証サイト内のガバナンス強化
3. ISO14001:2015の認証維持
4..マネジメントによるレビュー
5..グループ環境経営の推進

1..NYKグループのISO14001:2015認証の維持・
拡大

2..EMS※マニュアルの継続的改善
3..ISO14001:2015の認証維持
4..安全・環境対策運営委員会の開催
5..グループ環境経営連絡会の開催

1..地域や事業にあった活動および認証を維持
. 17サイト追加で認証を取得（期末サイト数：63）
2..EMSマニュアルおよび上位文書のNYKグループ
環境スタンダードを改訂

3..マルチサイト方式によるISO14001:2015の
認証を維持

4..安全・環境対策運営委員会（環境）の開催（7月）
. 安全・環境対策運営委員会（安全）の開催（2月）
5..グループ環境経営連絡会の開催（12月）

2 業界基準・自社基準の制定・遵守

1..環境に関する船舶の条約・法律・規制の把握
および遵守

2..海運業界を通じた国際ルール作りへの貢献

1..本船および管理会社へのNAV9000監査実施
2..国際ルール策定に向けた会合への出席

1..リモート監査を継続
. チェックリストの更新（5月）
2..MEPC76に参加（6月）
. MEPC77に参加（11月）

3 温暖化防止

1..環境経営指標（GHG排出量削減率）の設定
（2030年までに2015年比較　燃料消費効率
30％向上）

2..当社グループ全体のGHG排出量の削減
3..インターナルカーボンプライシング、TCFD導入に
向けた継続的スタディ

1..本船データの収集および燃節活動の取り組み
2..IMO目標および中計環境目標を踏まえた温室
効果ガス削減の具体化

3..インターナルカーボンプライシング、TCFD導入に
向けた継続的スタディ

1..2020年度のGHG排出量を集計し外部認証を
取得

2..経営・管理職・運航担当者ごとに年4回の部門
横断的委員会を開催

3..開示内容の整理を実施

4 大気汚染防止

窒素酸化物（NOx）および硫黄酸化物（SOx）
排出量削減

1..環境規制を満たした船舶の発注
2..適合油の適切な使用

1..環境規制を満たした船舶を6隻発注
2..オフスペックによる燃料積み替えゼロ件
. 燃料油の解析約3,300件

5 海洋環境保全・環境に優しい技術等の採用

1..バラスト水処理装置の搭載推進
2..環境に優しい解撤の実施
3..海洋プラスチック汚染の実態解明への貢献

1..搭載船の拡大
2..シップリサイクルでのNYKスタンダード遵守
3..船舶を用いたマイクロプラスチックの採取継続

1..17隻のレトロフィットを実施
2..グループ会社の解撤現場でのモニタリングを
実施（1隻）

3..タンカー2隻により30箇所のサンプリングを完了

6 省資源・省エネルギー・廃棄物削減・リサイクル等への取り組み

本店オフィスでの水・紙の使用量、およびGHG
（電気・蒸気）排出量をそれぞれ2020年度比0.5％
削減

定期的な計測、および社内周知によるオフィス
省エネの徹底

20年度上期比較、電気7.0％減、蒸気6.2％増、
上水25.2％増、紙22.5％増となったが、コロナ前の
19年上期比較ではすべての項目で減少
本店電力の再エネ化を実施

7 環境保全活動への意識高揚

1..環境研修等の実施
2..環境「e-Learning」の実施
3..社員向け環境情宣活動の実施

1..環境研修・勉強会の実施
2..環境「e-Learning」コンテンツ作成と受講者数
（受講率）向上

3..社内報などへの環境掲載記事の記録・環境保全
キャンペーン実施

1..新入社員向けCSR研修（4月）
. 環境ISO担当者向け規格研修（5月）
2..e-Learningのコンテンツ見直しを実施
. 受講率は93％
3..社内報に連続記載（国内：奇数月、海外：毎月）
. 環境保全キャンペーンとして環境川柳・環境
スローガン・環境フォトコンテスト・エコクイズを
実施

8 環境情報の開示

1..NYKレポート（統合報告書）の発行
2..社外からの環境に関するアンケートへの対応
3..当社ウェブサイトで最新の環境情報を開示
4..GHG排出量の情報開示

1..記載内容の見直し・更新・発行
2..取り組み事項による効果を社外からのアンケート
にて積極的に開示

3..掲載項目の見直し・更新
4..スコープ1,2,3のデータ検証および情報開示

1..NYKレポート発行
. 和文：8月、英文：9月
2..アンケート、取材に31件回答
3..ウェブサイトを6回更新
 GHG排出削減目標の更新（10月）
4..（一財）日本品質保証機構の認証を受け開示

※ EMS　
　 環境マネジメントシステム(Environmental Management System）

環 境
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目標・指標 手段・施策

1 EMSの整備

1..NYKグループの認証サイト内のガバナンス維持・拡大
2..マネジメントによるレビュー
3..環境関連リスクおよび機会の決定
4..グループ環境経営の推進

1..環境内部監査実施、EMSマニュアルの整備
2..安全・環境対策運営委員会の開催
3..中期経営計画準備委員会、ESG経営推進委員会、リスク管理委員会による
決定

4..グループ環境経営連絡会の開催

2 法規性および自主ルールの遵守

1..環境に関する船舶の条約・法律・規制の把握および遵守
2..環境に関するオフィスの法律・規制の把握および遵守
3..環境に優しい解撤の実施
4..海運業界を通じた国際ルール作りへの貢献

1..チェックリストによる遵守状況の把握
2..チェックリストによる遵守状況の把握
3..NGOを通じた情報開示、解撤現場への監督派遣
4..国連（国際海事機関）の委員会への参加

3 安全運航の徹底

1..本船および管理会社の監査
2..重大事故ゼロ件、本船の平均遅延時間10時間/隻・年
3..荒天回避
4..安全面・環境面からの本船性能確保

1..NAV9000による監査
2..安全・環境対策推進委員会による重大事故・遅延時間のモニターと安全
対策の決定・推進

3..ウェザールーティングサービスを活用した陸勤船員による荒天回避支援
4..安全面・環境面からの本船仕様・設計図書の承認および新造船の建造監督

4 省エネ・省資源・GHGや有害物質の排出防止

1..国際海運業における2050年までのGHG排出ネットゼロ化
2..当社グループ全体のGHG排出量の削減
3..船舶やオフィスからの排出削減
4..ESG関連資金の調達

1..環境負荷データの集計と、第三者認証取得による進捗確認
2..国際的な官民イニシアティブとの前向きな活動
3..船舶省エネに関する営業・運航各々による部門間の情報共有や、オフィス
省エネに関する各種委員会の運営

4..グリーンファイナンスの組成

5 環境技術の採用

ブリッジソリューション船の座礁資産化防止 1..各船種のコンセプト設計に基づく建造の検討
2..Maersk.Mc-Kinney.Moller研究所への参画によるゼロエミ船・燃料の
動向研究

6 教育・環境意識の向上

1..船舶乗組員の環境保全に関する力量確保
2..陸上勤務者への環境教育
3..ISO14001:2015規格の力量教育

1..環境関係法規制に関する研修実施
2..環境e-ラーニング、環境キャンペーンの実施
3..社内環境研修の実施

7 社会貢献・対外広報

1..海洋プラスチック問題への挑戦
2..海洋生物多様性への調査協力
3..TCFD提言に基づく情報開示
4..社外からの要請による情報開示
5..GHG排出量の情報開示

1..外洋でのマイクロプラスチックサンプリングによる実態解明への貢献
2..海水中のDNA採取による学術界への貢献
3..TCFD提言に基づく情報開示
4..環境関連アンケート対応による情報開示
5..第三者認証を取得の上当社ウェブサイトにより開示

■ 2022年度環境マネジメントプログラム（計画）
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体制

▲

責任と体制
■ 組織体制
当社グループは、東京本社に「安全・環境対策推進委員会」
（委員長：社長）を置き、世界で連携して活動できる
グローバルマルチサイト体制を整えています。
環境に関するリスクと機会は、当社の全社的なリスク管理
方針およびリスク管理規程に基づき、事業の本質を最も
よく理解する各事業部門によって評価された内容を考慮
した上で目標とアクションプランを毎年設定し、本社に

設置されている「安全・環境対策推進委員会（SEMC）」
に報告します。それらの目標およびアクションプランに
ついては、ISO14001認証の環境マネジメントシステム
（EMS）により進捗状況が管理され、結果については、
SEMCおよび取締役会に報告され、翌年の目標に反映
しています。

環境活動推進体制図

安全・環境対策推進委員会（SEMC※1）
委員長（社長）

安全対策推進本部長
［安全担当役員］

安全対策推進本部（運営委員会）事務局
［海務グループ長］

上級環境管理責任者（ECEM※2）
［ESG戦略担当役員］

環境対策推進本部（運営委員会）事務局
［脱炭素グループ長］

環境管理責任者（CEM※3）
［4地域］

グループ環境経営連絡会
［83社］

船種・事業ごとの委員会
［8委員会］

海外グループ会社国内グループ会社本社

※1 SEMC
      Safety & Environmental Management Committee

※2 ECEM
      Executive Chief of Environmental Management

※3 CEM
Chief of Environmental Management

▲

環境マネジメントシステム
■ ISO14001認証（環境マネジメントシステム）
当社グループは、グループ共通の環境方針の下、2023年2月時点で65サイトおよび用船を.
含む約700隻の運航船を対象にグローバルマルチサイトシステムによるISO14001:2015
環境認証を取得しています。グループ全体を主要4地域（欧州、南アジア・オセアニア、東アジア、.
北米）と日本に分け、各地域に環境管理責任者および安全・環境対策推進委員会を配置し、
グローバルな環境活動を展開しています。

 
 

  
Current issue date: 27 January 2023 Original approval(s): 
Expiry date: 31 March 2023 ISO 14001 - 11 March 2002  
Certificate identity number: 10498036 
  
 

 

Certificate of Approval 
 

 
 
Yasushi Horikawa 
________________________ 
Japan Operations Manager  
Issued by: LRQA Limited 

 
              

 
 

LRQA Group Limited, its affiliates and subsidiaries and their respective officers, employees or agents are, individually and collectively, referred to in this clause as 'LRQA'. LRQA 
assumes no responsibility and shall not be liable to any person for any loss, damage or expense caused by reliance on the information or advice in this document or howsoever 
provided, unless that person has signed a contract with the relevant  LRQA entity for the provision of this information or advice and in that case any responsibility or liability is 
exclusively on the terms and conditions set out in that contract. 
Issued by: LRQA Limited, 1 Trinity Park, Bickenhill Lane, Birmingham B37 7ES, United Kingdom  
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This is to certify that the Management System of: 

Nippon Yusen Kabushiki Kaisha 
(NYK Line) 

 
   

2-3-2, Marunouchi, Chiyoda-ku, Tokyo 100-0005, Japan 

 

  

has been approved by LRQA to the following standards: 

ISO 14001:2015 

 

JIS Q 14001:2015 

 

Approval number(s): ISO 14001  0066436 

 
This certificate is valid only in association with the certificate schedule bearing the same number on which the locations applicable to 
this approval are listed. 

 

The scope of this approval is applicable to: 

 

Management and operation of a fleet of owned ships and a global logistics services, and management of a fleet of chartered ships. 
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■ 内部監査・外部監査の実施状況
当社では、環境に関する内部監査および外部監査を毎年実施しています。
2022年度は、以下の通り実施しました。

本店内部署
支店
国内グループ会社
海外グループ会社
本船

実施実績

内部監査

本店内部署
支店
国内グループ会社
海外グループ会社
本船

13グループ
3支店

9社14サイト
4社4サイト

0隻

14グループ
3支店

9社15サイト
4社4サイト

21隻

実施実績

外部監査

ISO14001認証取得サイト一覧（2023年2月時点）

SEMC北米地域
設立 2003年6月
合計 1サイト

SEMC欧州地域
設立 2003年6月
合計 3サイト

SEMC東アジア地域
設立 2009年10月
合計 5サイト

SEMC本社
設立 2002年3月
合計 49サイト

SEMC南アジア・オセアニア地域
設立 2003年6月
合計 7サイト

SEMC（Safety & Environmental Management Committee)：安全・環境対策推進委員会
設立 年月
合計 ISO認証サイト数
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▲

環境教育
■ 社員教育・環境eラーニング
当社では毎年eラーニングによる環境教育を実施し、.
社員の環境意識の維持・向上に努めています。第16回目
の環境eラーニングでは、環境問題に関する国際的な
動きの他、NYKグループの取り組みとしてISO14001認証

取得や省エネ技術を紹介しました。2022年度は11月.
から実施し、世界各国の当社グループ社員が受講しま
した。

取り組み

▲

環境負荷データの把握
■ 国内外グループ会社の環境負荷データの把握
当社では、当社グループ全体の環境負荷を把握し各社での取り組みを促すため、国内・海外の連結子会社を対象に、
電気、ガスや燃料などのエネルギー使用量や産業廃棄物などの環境負荷データの収集および集計を行っています。
2017年度からは、環境負荷データ収集・集計システム『Eco.Track』を採用し、より効率的、かつ、正確なデータの
入手に努めています。

国内
2007年1月より国内主要連結グループ会社を対象にデータ収集を開始しました。2022年7月時点では、40社の224
事業所より18項目のデータ収集を行い、環境パフォーマンスの見える化に取り組んでいます。

海外
2008年1月より海外主要連結グループ会社を対象にデータ収集を開始しました。このネットワークはデータ収集.
だけでなく、各社との環境コミュニケーションルートにもなっています。2022年7月時点では、176事業所より
18項目のデータを収集しています。
今後、さらなる対象範囲拡大およびデータ精度の向上に努めていきます。

▲

コミュニケーション
■ 外部ステークホルダーとのコミュニケーション
当社では、外部ステークホルダーからの依頼により、当社の環境に関する情報提供を行っています。
2022年度に対応したアンケートは24件でした。

環 境
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3．環境スローガンコンテスト
海外グループ社員を対象に環境に関するスローガンを募集しました。多数の応募の中から、以下3つのスローガンを
表彰しました。

● Save.Energy,.Save.the.Earth
● Save.Our.Planet.Save.Our.Next.Generation
● There.is.no.life.without.the.ocean!

当社は、環境に対する法律・規制等を遵守し、環境汚染
防止に努めていますが、事業を通して海洋汚染などの
事故が発生した場合には、被害を最小限にとどめると

ともに、迅速な回復に努めます。修復に要した費用は
年度ごとに把握しており、2021年度に環境損傷回復を
目的として発生した費用は0円でした。

▲

環境規制へのコンプライアンス

環境関連データ

2．環境フォトコンテスト
国内外の当社グループ社員を対象に実施し、多数の応募の中からこちらの3作品が優秀賞に選ばれました。

▲ Under the rainbow ▲ 白雲のあがる白馬三山 ▲ Sunrise

■ 環境保全キャンペーン「The Earth Is Our Home」の実施

1．川柳コンテストの実施
社員の環境意識の向上を図ることを目的に、当社グループ社員より川柳を募集しました。最優秀賞1点、優秀賞2点
を選出し表彰しました。

2022年の活動
毎年6月5日（環境の日）に合わせて、国内外グループ社員を対象に環境保全キャンペーン「The.Earth.Is.Our.Home」を
実施しています。2022年は以下の活動を行いました。

● どうせなら　腹の脂を　炊いてくれ

● 悩ましい　増えるばかりの　エコバック
● 地球規模　足並み揃えて　脱炭素

参照：..「環境会計」（P.26）
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当社は、国内外グループ会社から収集している温室効果.
ガス（GHG:.Greenhouse.Gases）排出のデータにつ
いて、国際的な算定・開示基準であるGHGプロトコルの.
スコープ1、2だけでなく2012年よりスコープ3にも対応し
算出しており、毎年算出するスコープ1、2、3のGHG排出.
データについて、第三者検証機関によるデータ検証を受

け、正確な数値を開示しているとの保証書（Assurance.
Statement）を取得しています。スコープ3に対応した
データの集計・算出・開示が第三者検証機関による検証
を受け、保証書を取得したのは、海運業界では世界で
初めてとなります。

▲

環境負荷データ

参照：「GHG排出量データ」（P.50）

■ GHGプロトコルに基づく情報開示

間接排出量 直接排出量

発電所など

オフィス等で使用する
電気やガスなど購入元が
排出しているCO2

直接管理可能なCO2排出
スコープ2 スコープ1

スコープ3

造船所・バンカーサプライヤー
廃棄業者が排出するCO2通勤・出張+

NYKグループ

日本郵船グループのスコープ1、2、3関連図

▲ JQA 温室効果ガス排出量検証報告書
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当社グループのGHG排出量・割合
  

OUTPUT内訳 小カテゴリー 2019年度 2020年度 2021年度

Scope1 船舶

飛行機

その他

カテゴリー1

カテゴリー2

カテゴリー3

カテゴリー5

カテゴリー6

カテゴリー7

11,900,021.68

1,247,191.45

213,475.38

52,102.81

—

99,242.50

717,748.42

14,585.60

5,976.54

365.96

9,787,671.99

1,642,233.40

220,149.44

49,444.52

—

99,013.63

1,508,523.19

15,489.01

516.70

135.79

11,715,501.87

1,721,397.89

248,301.28

45,391.61

1,887,367.70

255,143.42

1,907,793.57

16,379.61

678.71

157.18

Scope2

Scope3

※ Scope2の排出は日本国内はマーケットベース、海外はロケーションベースで計算しています
※ 2021年度のCO2排出量のうち、横浜支店で使用した電気量（384,415kWh）については、グリーン電力証書を使用しオフセットしています

全体OUTPUT 2019年度 2020年度 2021年度 2021年度
（割合）（%）

Scope1

Scope2

Scope1+2

Scope3

Scope1+2+3

13,360,688.51

52,102.81

13,412,791.32

837,919.01

14,250,710.33 

11,650,054.83

49,444.52

11,699,499.35

1,623,678.31

13,323,177.66

13,685,201.04

45,391.61

13,730,592.65

4,067,520.20

17,798,112.85

76.89

0.26

̶

22.85

̶

※ 本社および連結子会社が集計の対象です
※ CO2e : CO2 equivalent。二酸化炭素換算
※ Scope1、2、3のGHG排出量データは、第三者検証機関によるデータ検証を受けています
　 検証報告書（https://www.nyk.com/esg/envi/data） 

 Scope1  Scope2  Scope3（ton-CO2e）

2019 2020 2021

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

（年度）

当社グループのNOx／SOxの排出量  

GHG以外
OUTPUT（船舶由来） 2019年度 2020年度 2021年度

NOx 251,745.95

363,701.16

209,925.14

25,518.98

252,441.46

27,746.33SOx

※ 2020年1月1日より、Sox Global Capに対応し、舶用燃料の成分を変更したためSOx排出量が
    減少しました

 NOx　  SOx（トン）

（年度）2019 2020 2021

0

200,000

400,000

600,000

800,000

GHG関連　 単位：ton-CO2e
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当社グループの消費量

INPUT内訳 小カテゴリー 単位 2019年度 2020年度 2021年度

Scope1 A重油

C重油

軽油（船舶）

LNG（船舶）

ジェット燃料

ガソリン

灯油

軽油

LPG

Natural Gas

電気

廃棄物（オフィス） 

トン

トン

トン

トン

KL

KL

KL

KL

トン

m3

MWh

トン

19,606.05

3,237,226.44

228,746.59

172,788.30

506,459.29

26,935.60

49.77

52,935.04

71.19

5,280,290.70

114,917.93

5,072.77

26,002.38

2,726,923.62

153,324.28

185,587.45

666,877.86

49,187.86

51.04

31,517.46

449.10

9,757,385.30

117,519.69

5,390.89

30,415.73

3,271,629.50

193,163.61

205,451.44

699,024.96

71,860.66

52.30

23,285.34

511.36

8,624,448.96

119,880.04

5,679.27

Scope2関連

Scope3関連

※ 日本国内の電力消費はマーケットベースで計算しています。2021年度の電力由来のCO2排出量の算出には、環境省が発刊している電気事業者別排出係数（2020年度実績）を使用しています 

GHG以外
オフィス由来

水

紙

2019年度 2020年度 2021年度

m3

KG

622,789.46

907,720.91

446,656.60

797,013.69

292,510.87

636,903.31

GHG関連　
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環境保全に要した費用を正しく把握し、その結果の見直しを繰り返し行うことによって、事業活動における適切な環境保全
活動を目指すことが当社の環境会計における基本的な考え方です。

2021年度の総括
当社グループは、事業活動における適切な環境保全活動を
推進するために、環境活動に要した費用を正しく把握し、
その結果を毎年見直しています。2021年度は引き続き
LNG燃料やメタノール燃料等低炭素燃料の投資を行い

ました。その他、省エネ機器導入、助燃剤の使用等による
徹底的な燃節活動やSOxスクラバー搭載等を通じ、地球
温暖化対策や大気汚染防止に努めました。

▲

環境会計

環境保全コスト/ 効果の年度比較 　（単位：百万円）
2020年度 2021年度

地球温暖化や大気汚染の防止、海洋環境の保全、省資源、環境技術の採用
環境保全コスト 13,744 8,243

効果 1,687 -218

当社独自の分類 （単位：百万円）
環境方針 目的 項目 環境保全コスト

1．継続的な改善 環境マネジメントシステム維持 構築、運用、ISO認証（含む人件費） 179

2．コンプライアンス 環境損傷回復 海洋汚染などの修復 0

3．安全の確保 事故、トラブルの削減 NAV9000などの安全推進活動（含む人件費） 485

4．地球温暖化・大気汚染の防止、 
海洋環境の保全、省資源

地球温暖化や大気汚染の防止 助燃剤の使用、船舶の燃費節減活動、プロペラの研磨など 1033

海洋汚染防止 VLCCカーゴタンク底板耐食鋼採用など 0

資源の節約 グリーン購入※ 0

5．環境技術の採用

地球温暖化や大気汚染の防止 電子制御エンジンの搭載、排ガスエコマイザーなどの省エネ機器の搭載、
低硫黄燃料対策、LNG・メタノール燃料焚システムなど 3.582

オゾン層破壊防止 船舶空調機・冷凍機など 0

海洋汚染防止 バラスト水処理装置や当社独自のビルジシステムなど 2,016

研究開発費用 スマートフリートオペレーション、舶用大型主機のGHG/NOx排出削減技術 924

6．環境教育 環境意識の高揚と環境方針の浸透 環境eラーニング、環境保全キャンペーンなど 2

7．社会活動 情報開示、社会貢献など NYKレポート作成、環境関連団体への協賛など 23

合計 8,243

※ FSC認証を採用しているが、価格差が大きくないのでゼロで計上しています

環境省ガイドラインによる分類 （単位：百万円）

環境保全コスト　
　　　　　　　　　　分類 投資 費用

1 事業エリア内コスト
①公害防止コスト 2,811 45

②地球環境保全コスト 2,715 1,060

③資源循環コスト 0 0

2 上・下流コスト 0 0

3 管理活動コスト
①環境マネジメントシステム整備、運用 0 665

②環境情報開示、環境広告 0 19

③環境教育 0 2

④環境改善対策 0 0

4 研究開発コスト
環境負荷軽減 0 924

5 社会活動コスト
社会貢献活動 0 3

6 環境損傷対応コスト 0 0

合計 5,526 2,717

集計方法
1 期間は2021年4月1日から2022年3月31日。（船舶の燃費節減活動の
集計期間は2021年1月1日から2021年12月31日まで）

2 範囲は本社（国内本支店）、国内自営ターミナル、運航船舶および付随す
る業務が中心。（ISO14001認証に係る審査費用はマルチサイト方式の
ため、米州、欧州、南アジア、東アジア地域のグループ会社を含む）

3 環境省｢環境会計ガイドライン2005年版｣を参照

4 投資額は、当期に取得した減価償却対象の環境関連設備を集計

5 費用額は、環境保全を目的とした設備の維持管理費、ならびに人件費を
含み、減価償却費は含まず

6 効果は、その影響が定量的に把握できるものを計上
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当社は、ESG要素の1つである「気候変動」を重要な
経営課題の一つと認識しています。パリ協定をはじめ、
全世界で温室効果ガス(以下、GHG)排出量の削減に取り
組む中、脱炭素の動きが一段と加速する世界的潮流を
踏まえ、当社グループは2021年9月、当社グループの外航
海運事業におけるGHG排出量削減の長期目標を「2050
年までのネット・ゼロエミッション達成」とすることを決定
しました。NYK.SUPER.ECO.SHIP.2050で掲げる
ゼロエミッションによる輸送の実現を目指しています。
しかしながら、当社が運航する外航の大型貨物船での
実現には、現時点の水準から大きな技術革新が必要です。
また、これらの船の使用期間は15年から20年程度である
ため、仮に革新的技術が誕生したとしても、全世界の船に
一斉適用するためには、相応の時間とコストが発生すると
見込まれており、その社会的負担や理解が不可欠です。
このような認識の下、技術革新と具現化の途上においては、
世界の持続的な成長に必要な輸送需要に、その時々に
おいて最も環境負荷（外部不経済）が低いソリューションで
応えつつ、社会に対して相応の負担への理解を得る必要が
あると考えています。
また、気候変動が当社事業に及ぼす影響について、長期的な

時間軸の中で計測し、具体的な経営戦略等に取り入れる
必要もあり、これらを推進するために、2020年4月に
社長を責任者とした気候変動対応の管理体制を設置.
しました。これまで行っていた当社独自の輸送需要予測に
気候変動要素を加味し、社会的に合理的なシナリオを.
前提としたリスク管理と機会の把握を具体的に行い.
ます。
当社は、2022年3月にNYKグループESGストーリー
2022を発表し、GHG排出量削減に向けた具体的な取り
組みを明示しています。
また、2018年12月にはTCFD（気候関連財務情報開示.
タスクフォース）の最終提言への賛同を表明し、気候.
変動関連の効果的な情報開示などを議論・情報共有する.
ために「TCFDコンソーシアム」にも加入しました。
TCFDコンソーシアムのワーキンググループでの議論を
踏まえ、2022年7月にはTCFDの最終提言に則り、気候
変動対応におけるガバナンス、リスク管理、戦略および
指標と目標について開示報告書を発表しました。
当社グループは、気候変動への影響を軽減するため、
「日本郵船グループ環境方針」にて明示の通り、エネル
ギー使用の削減に取り組んでいます。

考え方・戦略

▲

方針

気候変動

4. バリューチェーン全体で多様なステークホルダーとの協働に努め、
省資源、省エネルギー、廃棄物削減、リサイクル、温室効果ガスの削減、
環境負荷物質の削減、水資源管理、森林保全等に取り組み、気候
変動対策、海洋環境・生物多様性保全、大気汚染防止等、あらゆる
環境課題に対処します。

5．船舶・航空機・車両等の輸送機器の調達・運用・廃棄による環境 
負荷を出来る限り小さくすることに努め、多様なステークホルダー
との共創を通じた新技術と新燃料の社会実装にも果断に取り組み
ます。

日本郵船グループ環境方針（抜粋）

参照：「日本郵船グループ環境方針」（P.15）
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財務上影響を及ぼすリスクおよびリスク軽減策の具体例

移行リスクと機会 当社グループへの影響 当社戦略

規制
カーボン

プライシングの
導入

リスク

●..各国当局によるGHG排出規制強化による、低炭素
技術への投資負担増加

●..当社運航船舶が排出するGHGに対する課税による
運航コスト増加

●..DXによる運航効率改善を進め、LNG・アンモニア燃料
船、代替燃料導入によるGHG排出削減に取り組みな
がら、これらの投資コストおよび一部で残るとされる
カーボンコストを適切な形で海上輸送運賃へ反映

技術
LNG・次世代
燃料船の船員確

保

リスク
●..LNG燃料船・次世代燃料船に対応可能な高等技能を
有する船員の不足 ●..中核となる日本人船員に加え、フィリピンの商船学校

やシンガポールの自社船舶管理会社を通じ、質の高
い船員を確保機会

●..高等技能を有する船員への需要の高まりによる、
船舶管理会社の新たな商機

市場

荷動き・輸送
需要の変化

リスク
●..GHG排出量の高い既存エネルギー資源の需要
減少による、ドライバルク・エネルギー輸送事業に
おける収入機会の減少 ●..多岐に渡る既存中核事業の強化のみならず新規成

長事業の開拓を進め、経営上のレジリエンス（強靭
性）強化

機会
●..再生可能エネルギー需要増加を踏まえた、洋上風力
バリューチェーン、水素、アンモニア、バイオ燃料等の
新たな輸送事業の拡大

顧客動向の.
急速な変化

リスク ●..GHG排出削減の取り組みの遅れによる顧客離れ ●..他社に先駆けて低炭素・脱炭素船への積極投資を.
推進し、環境優位性を確保

●..社会動向・脱炭素化技術の進歩等を踏まえながら適宜.
シナリオと投資計画の見直しを実施

機会
●..低炭素・脱炭素の海上輸送サービスに対する需要の
強まりによる投資先行者優位性

当社船隊の脱.
炭素化の遅れに
よる座礁資産化

リスク
●..船隊の脱炭素化の遅れ(含むゼロエミッション船の
普及早期化)により、既存燃料船およびLNG燃料船の
座礁資産化

●..LNG燃料船を効率的にアンモニア燃料船に改造・転換
することが可能な「アンモニアReady.LNG燃料船」の.
開発に向け、フィンランドの船舶技術.コンサルタント会
社と共同で仕様設計を推進

資金調達コスト
リスク

●..グリーンファイナンス等の活用ができず、競合他社に
比して競争力に劣る条件での資金調達 ●..環境問題に対する方針をWebサイトや統合報告書

(NYKレポート)等で外部に対して積極的に発信し、
グリーンファイナンスによる資金調達に注力機会

●..環境優位性の確保によるグリーンファイナンスを
活用した資金調達コストの低減

物理的リスク 当社グループへの影響 当社戦略

急性的 異常気象/海象の
頻発と激甚化 リスク

●..荒天遭遇による暴風圏回避のための、または運航
スケジュール維持のための増速に伴う追加燃料
費用の発生

●..独自システムを使った航路変更決定支援や、運航.
担当者および陸上勤務の海上社員による細やかな.
運航支援を通じたリスク・コストの最小化

慢性的 海面上昇 リスク
●..低海抜地域に所在する不動産・倉庫やターミナル・
港湾施設の使用制限

●..稼働している港が限定されることによる滞船等の発生

●..海面上昇の影響を受ける対象資産は限定的なるも、
リスクの高まりに備えたリース活用など柔軟な施策を.
検討

当社グループは、気候変動により想定されるさまざまなリスクや機会について評価・管理しており、長期的な視点での
当社グループ事業への影響についても検討しています。

▲

リスクと機会
■ 気候変動により想定される主なリスク・機会

物理的リスク. ：異常気象の増加
当社への影響.：.台風等回避を目的とした運航船の進路変更、船速増加による燃料消費量増加や遅延による.

傭船料増加
財務インパクト.：約83億円
リスク軽減策. ：SPAS、SIMS等のシステム※を利用した運航最適化
対応費用. ：約2.5億円

※ 「ビッグデータを活用し、最適経済運航“IBIS TWO Plusプロジェクト”を全社的に推進」
　 https://www.nyk.com/esg/envi/warming/

ESG DATA BOOK 202228

EnvironmentNYK Group's ESG Social Governance

気候変動



当社グループは、気候変動におけるシナリオ分析を用いた
リスクと機会の評価と、当社グループの事業戦略や業績に.
及ぼす影響を把握することが重要であると認識しています。
長期的な事業運営の観点から、これまで行っていた当社
独自の輸送需要予測に気候変動要素を加味し、社会的に
合理的なシナリオを前提としたリスク管理と機会の把握に
努めています。
TCFD.(気候関連財務情報開示タスクフォース)では気候
変動シナリオを用いて「1.5℃シナリオ」ならびに「2-3℃
シナリオ」での2050年における事業環境認識と戦略を
整理し、開示しています。各事業におけるシナリオ分析の
詳細は2022年7月に公表したTCFD(気候関連財務情報

開示タスクフォース)提言に基づく開示報告書をご参照
ください。
エネルギー関連の将来動向については、IEA（国際エネル
ギー機関）が発表するWorld.Energy.Outlookを参照
しており、IEAのメインシナリオであるSTEP（Stated.
Policies.Scenario）とともに、2050年ネット・ゼロ
エミッション達成を前提としたNZE2050（Net.Zero.
Emission.2050）を分析しています。気候変動対応に
よりエネルギー需要量がどの程度影響するかを把握し、.
主に、海上輸送需要に与える影響を当社独自に測定してい
ます。気候変動の移行シナリオ、物理的気候シナリオに
ついては以下の「気候関連シナリオ分析」をご参照ください。

▲

シナリオ分析

気候変動に係るリスクと機会については、各事業部門から
提示されたリスクと機会を考慮しESG戦略本部からの
諮問に基づき、ESG戦略委員会において議論されます。
ESG戦略本部は、ESG戦略委員会にて協議された内容を
取りまとめ、四半期ごとに取締役・経営幹部へ報告し
ます。

当社では社長、会長、本部長である執行役員、常勤監査役.
等が出席する「リスク管理委員会」にて経営に大きな
影響を及ぼす可能性があるリスクを全社一括で管理・
評価しており、気候変動に係るリスクについては、ESG
戦略本部とリスク管理委員会が密接に連携し、全社
リスクに統合の上、年一回取締役会へ報告されます。

▲

リスクと機会の評価プロセス

参照：「リスクマネジメント..考え方」（P.118）

参照：..TCFD.(気候関連財務情報開示タスクフォース).提言に基づく開示報告書.
https://www.nyk.com/esg/pdf/TCFD2022.pdf.

　気候関連シナリオ分析

　移行シナリオ（IEA NZE 2050）※1

当社は2021年9月に当社グループの外航海運事業に関連するGHG削減長期目標を「2050年までの
ネット・ゼロエミッションの達成」とすることを決定し、気温上昇を1.5℃に抑えることを目指してい
ます。気温が1.5℃上昇することに起因する環境変化や全世界的な脱炭素化への転換に対応可能な
事業戦略を策定するためにIEA.NZE.2050シナリオを選択しました。

現在行っている燃料節減活動のさらなる深度化とLNG燃料船への移行を含めた運航船舶の低炭素化.
等の事業戦略展開の先に、2030年ごろに見込まれているゼロエミッション燃料船の商用化、.
また全世界的な脱炭素化移行に向けた再生可能エネルギーへの転換、車両のEV化進展による.
生産地の多様化等を想定しています。特にエネルギー・トランジションの進展は必然であり、.
石油需要は2030年、2050年に向けて大きく減少していくと考えています。また、LNG輸送需
要については、2030年代後半までは脱炭素社会への移行期における重要な低炭素エネルギー源と
して需要は拡大する一方、2050年に向けては減少していくと仮定しています。

　移行シナリオ(IEA STEPS）※1

当社は「2050年までのネット・ゼロエミッションの達成」に掲げたように気温上昇を1.5℃に抑える
ことを目指していますが、世界が野心的な目標を掲げず、現時点で具体的な政策を立てている範囲で
しか脱炭素活動を行わなかった場合も想定をしなくてはなりません。当社は、各国が策定している政
策は実行されるが野心的な脱炭素活動ができなかったことに起因した2.1℃-3℃の気温上昇が想定
されているIEA.STEPSを選択し、シナリオ分析を行いました。
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直近5ヵ年の削減実績
※基準年2015 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

船舶・航空機 -1.6% -2.4% -2.8% -3.9% +6.4%

参照：..ニュースリリース「外航海運事業におけるGHG削減長期目標「2050年までのネット・ゼロエミッション達成」.
https://www.nyk.com/news/2021/20210930_03.html.

.

※1 2022年1月には当社グループの物流事業を担う郵船ロジスティクス(株)も、2050年までにお客さまに提供する全サービスのネット・ゼロエミッション化を
目指すことを決定しました。

 外航海運事業と物流事業以外の事業を含む当社グループ全体でのGHG排出量削減に関する取り組みのロードマップは改めて発表を行う予定です。
※２ 管理可能な直接排出源のこと。現在世界で広く普及しているGHG排出の国際的な算定や開示の基準の一つ。
 当社グループでは、船舶や航空機を運航する際に排出するGHGを算出対象としている。
※3 産業革命前からの気温上昇を2℃未満に抑えるため、企業による科学的根拠に基づいたGHG排出削減目標達成を推進することを目的として、気候変動対策に

関する情報開示を推進する機関投資家の連合体であるCDP、世界資源研究所（WRI）、世界自然保護基金（WWF）、国連グローバル・コンパクト（UNGC）の4団体に
より設立されたイニシアティブ。2022年3月時点で、世界1,200以上の企業が認定を受けており、日本企業では当社が20社目となります。

当社は2021年9月、当社グループの外航海運事業に関連
するGHG削減長期目標を「2050年までのネット・ゼロ
エミッション達成」とすることを決定しました※1。
当社は、持続可能な社会に向けて、地球に優しい運航を
徹底するとともに、グローバルな環境規制に対応する
ため、ハードウェアの技術開発やデジタライゼーションの.
進展により、見える化・効率化・最適化に取り組み、配船、
運航や荷役効率の向上、ゼロダウンタイムの実現により、
GHG排出量の削減に取り組んでいます。

なお、当社が2018年に設定したGHG削減短中期目標
「スコープ1※2におけるトン・キロメートルあたりのGHG
排出量を2015年比、2030年までに30%削減」は、
国際的なイニシアティブである「SBT（Science.Based.
Targets）イニシアティブ」※3から、科学的根拠に基づく.
目標として認定を取得しており、2023年度に策定を予定.
する新たなGHG削減短中期目標でもSBTの認定の.
再取得を目指しています。

目標と進捗
■ 当社グループの環境目標（GHG削減目標）

IEA.STEPSにおいてもIEA.NZE.2050と同様の事業環境の変化を想定しています。エネルギー・.
トランジションについては、石油需要は2030年、2050年に向けて徐々に減少するも、途上国での.
需要は残ると考えています。一方LNGについては、低炭素燃料として2050年ごろまで需要が.
見込まれ、輸送需要も拡大すると予測されます。
※1..海上貨物量と船舶の運航状況について部門ごとに隻数・平均速力・平均航海日数などの運航実績を算出し、そのデータを基準に.
シミュレーションを行いました。

　物理的気候シナリオ※２（RCP4.5）
当社は全世界的に1.5℃、2℃目標に向かって政策が実行されていくことを想定し、気候変動に関する
政府間パネル（IPCC）による第5次評価報告書で用いられた代表的濃度経路（RCP）シナリオのうち、
1.1～2.6℃の気温上昇を想定したRCP4.5シナリオを選択し、物理リスクを特定しました。

RCP4.5シナリオを基に熱帯低気圧や台風の発生頻度の増加や強度の強まりが、当社事業の重大な
物理リスクとなり得ると仮定しています。当社運航船舶は日本へ寄港することも多く、台風が発生する
海域を高頻度で航行するため、特に日本付近で発生する台風に関する将来予測からシナリオ分析を
行いました。
※2..台風発生件数を基に、今後予測されている台風の大型化、それに伴う荒天の頻発化を想定してシナリオ分析を行いました。
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■ 気候変動対応管理体制

管理上の主なポイント

取締役会

監督

経営会議
議長：社長

報告 
（四半期に一回）

報告（年一回）　

気候変動リスクに
関して連携

ESG戦略本部
責任者：ESG戦略本部 本部長

ESG戦略委員会
責任者：ESG戦略本部 副本部長

・ESG経営の実践を主導
・気候変動に関する戦略、リスクと
  機会を一元対応
・ESG経営の方針/目標/KPI管理

・ESG課題の共有と各本部からの
  意見集約、情報伝達

R&D審議会
責任者：企画グループ長

ESGの
モノサシ

ESGの
モノサシ

ESGの
モノサシ 投融資審議会

責任者：企画担当執行役員

ESGの
モノサシ

リスク管理委員会（ERM※機能）
責任者：社長

業務執行体制
（2023年4月1日時点）

= 持続可能な社会環境実現に必要な価値判断
   （NYKグループESGストーリーより）

リスクと機会戦略

気候変動が当社グループ事業に及ぼす影響について、長期的な時間軸の中で計測し、具体的な経営戦略などに取り入れ、
これらを推進するために、気候変動対応の管理体制を設置しています。

● ESG戦略本部を設置。本部長を副社長執行役員が務め、ESG戦略の最高責任者として、気候変動対策を含むESG関連
業務を執行。

● 気候変動対策を含むESG関連課題を協議するESG戦略委員会を設置。本委員会において協議された気候変動を含む
ESG戦略に関しては、ESG戦略本部が取りまとめ、四半期ごとに経営会議へ報告し、社長が承認。

● ESG戦略本部とリスク管理委員会が密接に連携し、気候変動リスクを管理。全社リスクに統合の上、取締役会へ年一回報告。
● 重要会議体(経営会議/投融資審議会/R&D審議会)にESG戦略本部担当執行役員、もしくは同本部グループ長が参加。

個別案件の意思決定判断にESGのモノサシを反映。

当社は、スコープ1、2、３でのCO2排出量のデータ検証および情報開示につき
（一財）日本品質保証機構（JQA）の第三者認証を取得しています。

▲

第三者保証
■ （一財）日本品質保証機構（JQA）の第三者認証取得

参照リンク： https://www.nyk.com/esg/pdf/ghg_emissions.pdf

気候変動対応管理体制

※　Enterprise Risk Management： 全社的リスクマネジメント

当社グループは、東京本社に「安全・環境対策推進委員会」（委員長：社長）を置き、世界で連携して活動できるグローバル
マルチサイト体制を整えています。

体制

▲

責任と体制
■ 組織体制

参照：「環境活動推進体制図」（P.19）
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※ 当社のGHG削減目標は、「目標と進捗」（P.30）をご参照ください。

NYK SESの必要エネルギーとCO2排出量比較

必要エネルギー100 74

NYK SES 2030

41

NYK SES 2050

CO2排出量 -69% CO2排出量 -100%

HFO
（重油） LNG 67

太陽光 3
風力 4 排熱回収 3

太陽光 5

船体重量低減
船体抵抗低減

34%
船内電力削減

8%
燃料電池

18%
配電効率向上

1%
推進効率向上

6%
排熱回収

3%
太陽光発電

5%

2006/2014年建造船（ベース船）

燃料由来の
必要エネルギーを
2014年建造船比
67%削減

水素
33

参照：「NYK.Webサイト（NYKスーパーエコシップ）」
. https://www.nyk.com/esg/envi/ecoship/
. 「NYKレポート2019（P.22-23）」
. https://www.nyk.com/ir/pdf/2019_nykreport_05.pdf

当社は、2018年11月、（株）MTIおよびフィンランドの
船舶技術コンサルタント会社Elomatic社と共同で、GHG
削減目標※の達成と船舶の脱炭素化の実現に向けて
新たなコンセプトシップ「NYK.SES.2050」を考案しま
した。本船は自動車専用船をモデルとした2050年の
コンセプトシップです。船体重量の軽量化や船型の.
最適化により船体の摩擦抵抗を低減するほか、燃料電池
を利用した電気推進や高効率の推進装置の採用等に
より、燃料由来の必要エネルギーの67%削減（2014年
建造船比）を目指します。
今後、「NYK.SES.2050」で掲げた要素技術の研究開発、
検証、導入に向けて、海事産業のグローバルで広範な

パートナーとのコラボレーションを推進していきます。
また、当社グループは、750隻を超える世界有数のフリート
を運航しています。その現場を支えているのは洗練された
高度なオペレーションのノウハウを持つ組織と他の海運.
会社には類のないラボの存在です。研究や技術開発を.
担う（株）MTI、海事コンサルティングサービスを提供する.
（株）日本海洋科学、シンガポールのスタートアップ企業
であるSymphony.Creative.Solutions.Pte..Ltd.に
加え、システム開発技術を持った（株）NYK.Business.
Systems。これら四つのラボと連携し総勢約100名の
技術者が開発のコアとなり、2050年に向けた長期的な
ビジョンの達成に向けて着実に歩んでいます。

▲

研究開発
■ NYK SUPER ECO SHIP 2050（NYK SES 2050）

取り組み
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当社はLNG(液化天然ガス)を将来的なゼロエミッション船
を実現するまでのブリッジソリューションの一つと位置.
付けており、新造自動車専用船のLNG燃料船への切り.
替えを進めております。2020年10月には、本邦初の
LNG燃料自動車専用船「SAKURA.LEADER」が竣工しま
した。
本船は大型のLNG燃料タンクを備えた世界最大級の
自動車専用船で、船幅拡張など主要目の最適化や貨物
積載スペースの最大化のための設計に工夫を凝らし、1隻
あたり約7000台（基準車換算）の輸送が可能です。
本船は環境省および国土交通省の「代替燃料活用による.
船舶からのCO2排出削減モデル事業」の支援によりLNG.
燃料を最大限に活用するとともに、さらなるCO2排出
削減を達成する技術を搭載し、実運航における技術実証
を実施する予定です。本船は、国際海事機関（IMO）の

EEDI規制※Phase3（2025年からの適合要求）の基準
値を大幅に上回る約40%のエネルギー効率（輸送単位
あたりのCO2排出量）の改善を見込み、従来の重油焚き
機関に比べ硫黄酸化物（SOx）は約99%、窒素酸化物
（NOx）は約86%の排出削減も見込まれています。
当社では、「SAKURA.LEADER」に続いて、低・脱炭素.
燃料船の導入を積極的に進めています。当社は、2024年
までにLNG燃料自動車専用船8隻の投入を決めていま
したが、2021年6月、新たに12隻の建造に向けた覚書を
締結しました。これらは、2025年度から2028年度に
かけて順次竣工する予定です。これにより、2028年度には
合計20隻のLNG燃料自動車専用船が就航することとなり
ます。なお、2023年3月時点にてSAKURA.LEADERに
加え、PLUMERIA. LEADER、JASMIN. LEADERの
3隻が就航しています。

▲

低カーボンの製品サービス
■ LNG燃料自動車専用船への積極投資

※ EEDI規制
船舶汚染防止国際条約1997年議定書（MARPOL条約付属書VI）の2013年改正に基づく船舶のエネルギー効率の規制。
EEDI（エネルギー効率設計指標）とは、1トンの貨物を1マイル運ぶのに必要なCO2のグラム数を示し、
基準値（ベースライン）からの削減率が段階的に強化されます。当社の新造船は、全船においてEEDI規制に適合しています。

参照： ニュースリリース「本邦初のLNG燃料自動車専用船SAKURA.LEADERが竣工」
. https://www.nyk.com/news/2020/20201028_01.html
. ニュースリリース「招商局南京金陵船舶とLNG燃料自動車専用船4隻の建造契約を締結」
. https://www.nyk.com/news/2021/20210212_01.html

. ニュースリリース「12隻のLNG燃料自動車専用船を連続建造」

. https://www.nyk.com/news/2021/20210615_01.html

. ニュースリリース「LNG燃料自動車専用船「PLUMERIA.LEADER」竣工」

. https://www.nyk.com/news/2022/20220325_02.html

. ニュースリリース「当社3隻目のLNG燃料自動車専用船が広島港に初入港」

. https://www.nyk.com/news/2023/20230301_01.html
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参照： ニュースリリース「九州電力向け「世界初のＬＮＧ燃料大型石炭専用船」に関する基本協定書を締結しました」
. https://www.nyk.com/news/2019/20191225_02.html
. ニュースリリース「当社初のLNG燃料ケープサイズバルカーを建造」
. https://www.nyk.com/news/2021/20210720_01.html
. ニュースリリース「4隻のLNG燃料ケープサイズバルカー建造発注を決定」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220114_01.html
. ニュースリリース「２隻のLNG燃料大型石炭船建造発注を決定」
. https://www.nyk.com/news/2022/20221102_01.html

当社グループ会社の日本貨物航空（株）は世界に先駆けて、
貨物専用機Boeing.747-8Fを発注し、2012年8月に
その初号機が就航しました。
Boeing.747-8Fは高い燃費効率、騒音の低減を実現して
おり、2019年以降はすべての機種をBoeing.747-8Fに
切り替え、環境負荷低減に取り組んでいます。

また、同社は、2022年11月から12月にかけて、SAFを.
使用した初めての貨物便運航を実施しました。SAFは.
航空分野におけるCO2排出削減を達成するために重で.
あると世界的に広く認識されており、ライフサイクル.
アセスメントベースで在来の航空燃料と比較して大幅な
CO2排出削減を目指します。

■ エコロジー航空機  日本貨物航空（株）

当社は自動車専用船のみならず、LNGを主燃料とする
大型ばら積み船の投入にも力を入れています。2019年
には、世界初のLNG燃料大型石炭専用船の建造を決め、.
2023年に竣工を予定しています。加えて、2022年11月には
LNG燃料大型石炭船2隻の建造を決定しました。発注した

２隻はともに2025年中に竣工する予定です。
また、LNG燃料ケープサイズバルカーについては、2021年
7月に１隻、2022年1月に4隻の建造発注を決定しました。
これらは2024年から2025年にかけて、順次竣工予定
です。

■ ＬＮＧ燃料大型鉄鉱石・大型石炭専用船への積極投資

当社は、LNG燃料をゼロエミッション燃料が実用化する
までのブリッジソリューションと位置付け、業界の
フロントランナーとしてLNG燃料供給事業を展開して.
います。船会社の立場から需要と供給の双方に関与
しながら、LNG燃料のバリューチェーン構築を進めており
ます。2020年9月に「かぐや」と命名された日本初の
LNG燃料供給船を実用化させ、2020年10月にはLNG
燃料自動車専用船「SAKURA.LEADER」に対し、日本初の
「Ship.to.Ship」方式※1による船舶向けLNG燃料供給を

実施しました。また、九州・瀬戸内地域では九州電力(株)、
伊藤忠エネクス(株)、西部ガス(株)と共に2024年春ごろ
からLNG燃料供給事業を開始することに合意し、2022年
3月にはLNG燃料供給船1隻の造船契約を三菱造船(株)と
締結しました。本船は2024年3月に竣工予定で、西日本で.
稼働する初めてのＬＮＧ燃料供給船となる予定です。.
当社は今後もLNG燃料市場を需要と供給の両面から発展.
させ、船舶燃料のLNG化を促進し環境負荷の低減に.
貢献します。

■ LNG燃料供給船の実用化に向けた取り組み

▲

LNG燃料供給事業への参画

※1 岸壁・桟橋に係留中のLNG燃料船、もしくは錨泊中のLNG燃料船にLNG燃料供給船が接舷（横付け）してLNG燃料を供給する方法
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2018年5月

LNG燃料供給事業の進展

川崎汽船（株）、（株）JERA※2、豊田通商（株）と当社の４社で、中部地区におけるLNG燃料販売事業に
関わる合弁会社２社、セントラルLNGシッピング（株）（CLS）、セントラルLNGマリンフューエル（株）
（CLMF）を設立。

2018年7月
CLS社がLNG燃料供給船を川崎重工業（株）へ発注。国内初のLNG燃料供給船として、2020年に中部
地区にて就航し、CLMF社によるLNG燃料供給事業に使用予定。

2018年8月
九州電力（株）、西部ガス（株）、中国電力（株）と当社の４社で、瀬戸内・九州地区におけるLNG燃料供給
事業の事業化に向けた共同検討覚書を締結。

2019年2月
MLZ社が、ノルウェーの多国籍エネルギー企業Equinor ASA社とLNG燃料供給契約を締結。
2020年よりロッテルダム港などで、シャトルタンカー４隻への供給を開始予定。

2019年5月

2020年9月

2020年10月

九州電力（株）、西部ガス（株）、中国電力（株）と当社の4社で、瀬戸内・九州地区で初のLNG燃料供給を実施。

CLS社が発注した国内初のLNG燃料供給船の船名を「かぐや」と命名。

LNG燃料供給船「かぐや」が、LNG燃料自動車専用船「SAKURA LEADER」に対し、日本初の「Ship to Ship」
方式による船舶向けLNG燃料供給を実施。

2021年9月

伊藤忠エネクス(株)、九州電力(株)、西部ガス(株)と当社の４社で、九州・瀬戸内地域における船舶向け
ＬＮＧ燃料供給事業化に向けた共同検討に関する覚書を締結。ＬＮＧ燃料供給船の建造・保有に関する
検討を本格化。

2022年3月
伊藤忠エネクス(株)、九州電力(株)、西部ガス(株)と当社の４社で合弁会社を設立し、ＬＮＧ燃料を船舶に供
給するための自社船舶(LNGバンカリング船)１隻の造船契約を締結。

※2 2018年5月のCLS社およびCLMF社設立当時は中部電力（株）

2015年8月、LNGを燃料とするタグボート【魁】（総トン数
272トン）が当社グループ会社の京浜ドック（株）追浜工場
にて竣工しました。日本初のLNG燃料船となる本船は、
船舶の燃料としてのLNGの有効性を検証する目的ととも
に、LNG燃料という新たな事業分野を切りひらくための
フラッグシップです。本船は（株）ウィングマリタイムサービス
（現：（株）新日本海洋社）に用船され、主に横浜・川崎港
での曳船業務に従事しています。本船に採用されたLNG
受入システム、LNG気化システムに関しては3件の特許を
出願しています。
LNG燃料の供給に際しては、供給者である東京ガス（株）
と共に、関係法令への対応、および船舶への安全かつ
効率的な供給手法を確立し、「Truck.to.Ship」方式※に
より横浜市のふ頭で実施しています。
また、2019年5月には北九州にて九州・瀬戸内地区での.
初の「Truck. to.Ship」方式でのLNG燃料供給の実証
実験に参加したほか、2020年1月には横浜にて通算100回
目のLNG燃料供給を達成しました。
本船は、2016年5月に（一社）日本物流団体連合会から、.

「物流環境負荷軽減技術開発賞」を京浜ドック（株）、.
（株）ウィングマリタイムサービスと共に受賞しました。.
さらに（公財）日本船舶海洋工学会が受賞する「シップ・
オブ・ザ・イヤー2015」の技術特別賞を受賞しました。
また、2022年8月、当社は本LNG燃料船をアンモニア.
燃料仕様に改造する改造工事契約を締結しました。
本取り組みは、IHI原動機(株)と当社が2021年10月に.
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）のグリーンイノベーション基金事業の公募採択を
受けた「アンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の開発」の
一環で行っているものです。開発にあたり、アンモニアを
燃料として使用する際にさまざまな設計上の課題があり
ましたが、従来の船体の大きさを変えることなくそれらを
克服し、2022年７月に一般財団法人日本海事協会(NK)
より世界で初めて基本設計承認（AiP）を取得してい
ます。
今後は、2023年度中に改造工事を開始し、2024年度の
横浜港における実証運航の実現に向けて取り組んでまい
ります。　

■ 国内初のLNG燃料船【魁：さきがけ】
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参照：  ニュースリリース「アンモニア燃料タグボートの基本設計承認（AiP）を取得」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220712_02.html
. ニュースリリース「アンモニア燃料タグボートの改造工事契約を締結」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220809_01.html

▲ 魁

※ 「Truck to Ship」方式
船舶へのLNG供給手法の一つ。タン
クローリーよりフレキシブルホースを
用い、船舶へLNGを供給する。

LNG

当社グループは、日本の2050年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにするという目標へ向けて、水素やアンモニアと
いった新燃料の普及に向けて取り組みを進めています。

▲

新燃料への取り組み

当社は、2021年10月にグリーンイノベーション基金事業※

の一環である国立研究開発法人新エネルギー・産業技術
総合開発機構（以下「NEDO」）助成事業の公募採択を
受け、共同開発パートナーと共に「アンモニア燃料国産
エンジン搭載船舶の開発」を開始しました。
燃焼しても二酸化炭素（CO2）を排出しないアンモニアを

燃料とすることによって、航海中のGHG排出量を従来より
も大幅に削減することが可能となります。当社は船舶の
ゼロエミッション化実現を目標に取り組みを進めてい
ます。アンモニア燃料の実用化に向けた主な取り組みは
以下の通りです。

■ アンモニア燃料実用化に向けた取り組み

※ グリーンイノベーション基金事業
  「2050年カーボンニュートラル」に向けてエネルギー・産業部門の構造転換や、大胆な投資によるイノベーションといった現行の取り組みを大幅に加速するため、

NEDOに2兆円の基金を造成し、官民で野心的かつ具体的な目標を共有した上で、これに経営課題として取り組む企業等に対して、最長10年間、研究開発・実証から
社会実装までを継続して支援する基金制度。グリーン成長戦略において実行計画を策定している重点14分野を中心に支援が行われています。

当社は、(株)IHI原動機、一般財団法人日本海事協会(NK)と.
共に、世界初のアンモニア燃料タグボートの実用化に.
向けて取り組んでおり、2022年7月に基本設計承認

(AiP)を取得しました。現在は、日本初のLNG燃料
タグボート「魁」をアンモニア燃料仕様に改造することを
決定し、2024年度の竣工を目指しています。

現在、アンモニアの大量海上輸送は多目的LPG（液化石油
ガス）船が使われていますが、当社は、貨物としてアンモ
ニアを運搬し、航海中はその貨物および貨物から気化する
アンモニアガスを燃料として動くアンモニア燃料アンモニア

輸送船の開発・運航を目指し、2022年9月に基本設計承認
(AiP)を取得しました。2026年度の就航を目標とし、
今後はさらなる設計最適化に取り組みます。

当社は、世界で初めてアンモニア専用の浮体式貯蔵・
再ガス化設備を搭載したバージの研究開発に取り組んで
おり、2023年1月に基本設計承認(AiP）を取得しました。

燃料アンモニアの安定供給に際して、陸上設備(貯蔵タンク、
再ガス化設備等)の代替設備として活用することで、燃料
アンモニア導入の早期実現に寄与することが期待されます。

  アンモニア燃料タグボート（AFT, Ammonia-fueled Tug）

  アンモニア燃料アンモニア輸送船（AFAGC, Ammonia-fueled Ammonia Gas Carrier)

  浮体式アンモニア貯蔵再ガス化設備搭載バージ(A-FSRB, Ammonia Floating Storage Regasification Barge)
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▲ アンモニア燃料タグボード(A-Tug) ▲ アンモニア燃料アンモニア輸送船(AFAGC)

当社は、アンモニアが舶用燃料として供給可能な設備が
整備された際に、直ちにアンモニアを舶用燃料として使用.
できる船舶に転換することが可能なLNG燃料船「アンモニア
Ready.LNG燃料船」の設計・開発に取り組んでいます。.

アンモニアReady.LNG燃料船は舶用燃料がLNGから.
アンモニアに完全に切り替わるまでのネクストブリッジ
ソリューションとしてコンセプトの設計が完了し、今後は
造船所や船舶用機器メーカーと実際の設計を進めます。

参照： ニュースリリース「GHG削減に向けた海上輸送インフラに係る共同研究開発を開始」
. https://www.nyk.com/news/2020/20200812_01.html
. ニュースリリース「アンモニア燃料タグボートの実用化に向けた共同研究開発を開始」
. https://www.nyk.com/news/2020/20200903_01.html
. ニュースリリース「アンモニアの舶用燃料使用における安全性評価プロジェクトに参加」
. https://www.nyk.com/news/2021/20210422_01.html
. ニュースリリース「ヤラ・インターナショナル社と液化アンモニアガス運搬専用船の実用化検討に関する覚書を締結」
. https://www.nyk.com/news/2021/20210602_01.html
. ニュースリリース「LNGからアンモニアへ燃料転換可能なネクストブリッジソリューション」
. https://www.nyk.com/news/2021/20210909_01.html
. ニュースリリース「アンモニア燃料国産エンジン搭載船舶の社会実装に向けた実証事業を開始」
. https://www.nyk.com/news/2021/20211026_03.html
. ニュースリリース「アンモニアReady.LNG燃料船のコンセプト設計完了」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220303_01.html
. ニュースリリース「アンモニア燃料タグボートの基本設計承認（AiP）を取得」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220712_02.html
. ニュースリリース「アンモニア燃料タグボートの改造工事契約を締結」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220809_01.html
. ニュースリリース「世界初となる.A-FSRB（浮体式アンモニア貯蔵再ガス化設備搭載バージ）の共同研究開発契約を締結」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220822_02.html
. ニュースリリース「アンモニア燃料アンモニア輸送船の基本設計承認（AiP）を取得」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220907_02.html
. ニュースリリース「アンモニア燃料供給船の基本設計承認（AiP）を取得」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220928_01.html
. ニュースリリース「燃料アンモニア輸送に向けたJERAとの協業覚書を締結」
. https://www.nyk.com/news/2022/20221121_01.html
. ニュースリリース「ゼロエミッション船への「ネクストブリッジソリューション」.アンモニアReady.LNG燃料船が実際の設計へ」
. https://www.nyk.com/news/2022/20221128_01.html
. ニュースリリース「世界初、.A-FSRB（浮体式アンモニア貯蔵再ガス化設備搭載バージ）の基本設計承認（AiP）を取得」
. https://www.nyk.com/news/2023/20230105_01.html

  アンモニアReady LNG燃料船（ARLFV, Ammonia-fuel Ready LNG-Fueled Vessel)
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空気潤滑システムは、船底に空気を送り込むことによって.
泡を発生させ、海水との摩擦抵抗を減らす省エネ技術です。.
当社グループは、2010年に「ブロア（送風機）方式」に
よる空気潤滑システムをモジュール船※「YAMATO」と.
「YAMATAI」に搭載し、世界で初めて恒久的な運用を実現
しました。2012年には世界初の「主機掃気バイパス方式」.
による空気潤滑システムを開発し（関連特許取得済）、
当社石炭運搬船「SOYO」に搭載しました。ブロア方式で
平均約6％のCO2排出量削減効果が確認され、主機掃気
バイパス方式では約4～8％のCO2排出量削減効果が
期待できます。

2014年5月竣工の自動車専用船「ARIES.LEADER」に
も同システムを搭載しています。
なお、この空気潤滑システムは「2013年日経地球環境
技術賞」にて最優秀賞を受賞、「Lloyd's. List.Global.
Awards. 2013」のファイナリストに選出されるなど、
国内外で数多くの高い評価を受けました。

▲

省エネの取り組み
■ 船舶に関する省エネ活動
  「泡」で省エネ『空気潤滑システム』搭載船

▲ 本システムを搭載したモジュール運搬船を下から見たイメージ図

※ モジュール船
石油・ガス開発サイトや工場に設置されるプラントなどを数千トン規模のプレ・ハブ構造物に分割して、
海上輸送およびロール・オン/オフ方式で積揚する特殊重量物輸送船

バイオ燃料は、再生可能な生物由来の有機性資源(バイオ
マス)を原料にする燃料で、バイオ燃料を燃焼させる際の
二酸化炭素排出量は実質ゼロとみなされます。世界の外航
海運で船舶から排出されるGHG削減の要請がますます
高まる中、バイオ燃料は、重油に代わる舶用燃料の中でも、

現在すでに利用可能なものとして注目されています。
当社はバイオ燃料を用いた試験航行を継続、実証プロ.
ジェクトにも参画する等して、今後も本格運用化に向けた
検討を進め、脱炭素化への取り組みを広げてまいります。

■ バイオ燃料実用化に向けた継続的なトライアル

参照：「環境フラッグシップ.エネルギー転換への具体的な取り組み」
. https://www.nyk.com/esg/envi/flagship/
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本船は、波や風の抵抗が少ないほど、省エネルギー
運航が可能なため、船体に取り付け抵抗を軽減させる、
さまざまな船体付加物が考案されています。（株）MTIが.
常石造船（株）と共同開発した推進援助装置・MT-FASTも
そのひとつです。航海中の水面下では、プロペラの回転

から生まれる旋回流により、推進力が損なわれる現象
が起きていますが、船体に翼をつけることで、損失推進力
の回収効果が実証され、約4～6％の省エネ効果が確認
されました（特許取得済）。

  プロペラの推進効率の向上【MT-FAST】

▲ MT-FAST

CO2排出量削減に向け、毎年年度初めに具体的な目標値と
アクションプランを策定し、その達成に向けた取り組みを
継続しています。

本店ビル内の蛍光灯を可能なところはすべてLED蛍光灯
に変換。業務遂行に必要な照度を保った上でLED蛍光灯
を間引きし、より一層の節電に取り組んでいます。

節水コマ
トイレの手洗い蛇口に水量を抑える節水コマを設置しました。使用感を損なうことなく、必要以上の水消費を抑えてい
ます。

ブラインドの活用
ブラインドの活用により、夏は、外からの熱をさえぎり、室内の冷気を外に逃がすことを抑え、冬は、外からの冷気を
さえぎり、室内の暖気を外に逃がすことを抑えます。

空調運転の最適化
広いオフィス内を効率よく快適な環境に保つため、ビル管理側と検討を重ねています。各部屋の温度管理のほか、定期的に
オフィス内の温度も計測し、収集したデータから最適な空調運転を行っています。

■ 本店オフィスでの省エネ活動
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Offshore Wind Serving Vessels

1

輸送＆物流 設置 &	据付 運転 &	保守

SEP船 CTVモジュール船

参照：「洋上風力への取り組み」
... https://www.nyk.com/esg/technology/green/

ライトダウンへの参加
環境省では、「夏至の日」と「クールアースデー（毎年7月7日）」に全国の
ライトアップ施設や各家庭の照明の一斉消灯を呼び掛ける「CO2削減／.
ライトダウン.キャンペーン」を実施しています。（2019年より環境省からの
呼び掛けは終了し、自主的な取り組みへと変更になりました。）
当社本店では、毎年このキャンペーンに賛同し、社内喫茶室で「ライトダウン
営業」を実施しています。当日は朝から外光を利用して天井照明を消灯。
17時以降はキャンドルを灯し、必要最低限の照明をつけて営業します。
ライトダウン営業日の電気使用量（照明・コンセント）は、通常の営業日に
比べ約30%も減少します。

当社グループは、海運事業を通じて長年培った技術力、
日本における規制や法制度に関する知見に加え、オフショア.
事業の実績、全国に展開しているグループ会社ネット.
ワークを最大限に活かし、発電設備の設置作業に使用
する自航式SEP船. (Self-Elevating.Platform:自己
昇降式作業船)、洋上風力発電向けの作業員輸送船（Crew.
Transfer.Vessel）、重量物運搬のためのモジュール船等
洋上風力のバリューチェーン全体に積極的に関与して

いくべく、取り組みを進めています。
特に、日本近海における洋上風力発電市場は急速な拡大が
見込まれています。当社は秋田県と2022年2月「包括
連携協定」を締結し、同年4月に秋田支店を開設しました。
秋田県との連携のもと、洋上風力発電をはじめとする再生
可能エネルギー事業の推進と関連人材の育成、船舶や
港湾関連に加え、地方振興や環境保全など地方創生に
関しても取り組んでまいります。

▲

再生可能エネルギーの利用
■ 洋上風力への取り組み

屋上緑化
当社本店ビルのリニューアルに伴い、屋上を緑化し、社員が気軽に気分転換
できる憩いの場となるグリーンデッキを設けました。この緑化により、ビルの
屋上表面温度は夏の昼間で約13-14℃の低下が見込まれ、ビル内の室温
上昇抑制による、空調効率の改善が期待されます。
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当社100％子会社のInternational.Car.Operators.N.V.社は、ベルギーの
Zeebrugge港にて2021年より11基の風車を敷地内で稼働させました。
年間の計画発電量は約110GWhであり、施設内の電力をすべて賄います。
同社は既に太陽光パネル・電気駆動の作業車・ターミナル全体のLED
照明・洗車用水の再利用システムを導入しています。
また、2023年1月には、当社が出資している関連会社が運営する中国・
天津港の完成車ターミナルにおいても、風力発電タービン全2基が稼働
しました。すでに2022年3月から稼働している太陽光発電と合わせて、
完成車ターミナルが必要とする全電力を賄うことが可能となりました。
当社は、より一層地球に優しいターミナル運営を通じて、社会に貢献する.
ことを目指します。

■ 完成車ターミナルでの自然エネルギーの活用

当社は、横浜市の脱炭素社会の実現に向けた活動「Zero. Carbon.
Yokohama」※1に賛同し、横浜市山下公園に係留・一般公開中の「日本
郵船氷川丸」※2が使用する電力を2019年9月に再生可能エネルギー由
来の電力へ切り替えました。
また、2020年8月から運営を開始した国内初の自社運営完成車ターミナル
「横浜港大黒C-3ターミナル」では、2020年10月1日より再生可能エネ
ルギー由来の電力を利用しています。
また、横浜支店、日本郵船歴史博物館に続き、2022年より本店・郵船.
ビルディングの全電力を実質的に再生可能エネルギー由来の電力に.
切り替えました。
今後も再生可能エネルギー由来の電力の導入に積極的に取り組んでまいり
ます。

※1 「Zero Carbon Yokohama」
横浜市では、2050年も見据えて「今世紀後半のできるだけ早い時期における温室効果ガス実質排出ゼロ（脱炭素化）の実現」 
すなわち「Zero Carbon Yokohama」を、同市の温暖化対策の目指す姿（ゴール）として掲げ、 
持続可能な大都市モデルの実現に向けた取り組みを推進しています。

※2 日本郵船氷川丸
1930年に竣工し、シアトル航路等で活躍した貨客船。戦時中は病院船、戦後は復員船、引揚船としても活用。 
現在は、横浜の山下公園に係留され、2016年8月に竣工当時の造船技術を伝える貴重な資料として、 
保存船では初となる重要文化財に指定されました。

■ 再生可能エネルギー由来の電力の利用

▲ 日本郵船氷川丸

参照：.ニュースリリース「氷川丸で再生可能エネルギーの利用を開始」
... https://www.nyk.com/news/2019/20190905_01.html
. ニュースリリース「「横浜港大黒C-3ターミナル」で再生可能エネルギーの利用を開始」
... https://www.nyk.com/news/2020/20200924_01.html

. ニュースリリース「郵船ビルディングの全電力を実質再生可能エネルギー由来の電力に切り替え」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220323_01.html

参照：.ニュースリリース「ベルギー・完成車ターミナルで風力発電稼働開始」
... https://www.nyk.com/news/2021/20210215_01.html
. ニュースリリース「中国・天津港の完成車ターミナルで太陽光発電と風力発電稼働開始」
... https://www.nyk.com/news/2023/20230118_01.html
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2002年より当社の飛田給研修所・体育場の屋上に太陽
光発電装置を設置しています。この発電装置は計6基、
120cm×80cmサイズの発電パネルを合計420枚使用し

ており、発電能力は50kWで、一般家庭約15軒分の使用
量に相当し、研修所・体育場が使用する電力の約30％を
賄うことができます。

■ 研修施設への太陽光発電装置の設置

参照：. ニュースリリース「シンガポールのオフグリッド域における潮流発電実証事業に参画」.
. https://www.nyk.com/news/2022/20220804_02.html

参照：「ターミナル・倉庫での環境活動」
. https://www.nyk.com/esg/envi/taminal/

参照：「再生可能エネルギーの導入」
. https://www.nyk.com/esg/envi/renewabie/

■ ターミナル・倉庫での環境活動

地球温暖化対策の推進に向け、環境省では宅配便の
再配達防止に取り組むプロジェクト「できるだけ一回で
受け取りませんかキャンペーン」を立ち上げました。
当社はこのキャンペーンに賛同し、社員への参加・協力

を呼び掛けています。当社本店では、
個人宛ての宅配便に関して「会社
でも受け取れます」も実施してい
ます。

当社は、発電・蓄電・配電を統合した海洋再生可能エネル
ギーのソリューションプロバイダーであるBluenergy社が
実施するシンガポールでの潮流発電実証事業に参画し
ます。これは、電力会社の送電網につながっていないオフ

グリッド域における海洋の潮力のエネルギーを利用した
発電実証事業です。当社は、本実証事業の発電データから
発電効率、蓄発電コストの試算、蓄電装置の検証等を
進めます。

▲

活動事例
■ 環境省COOL CHOICE「できるだけ一回で受け取りませんかキャンペーン」へ賛同

■ シンガポールのオフグリッド域における潮流発電実証事業に参画
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参照：  ニュースリリース「CO2をドライアイス化し、海底に貯蔵」
. https://www.nyk.com/news/2019/20191204_01.html

当社は、船上で二酸化炭素（CO2）を回収してドライアイス
に変え、海底堆積物の中に貯蔵する技術を研究する国際
的なプロジェクト「DecarbonICE」に参加しました。
海運業界では国際海事機関（IMO）により2050年まで
に海運分野の温室効果ガス排出量を2008年比で50
パーセント削減する環境目標が設定され、液化天然ガス
（LNG）などの重油に代わる低炭素燃料の導入や脱炭素化
に向けた新技術の開発が進められています。
「DecarbonICE」プロジェクトは、2019年10月1日に
デンマークの海事研究開発センターと当社をはじめと
する世界各国の海運会社、造船所などにより立ち上げ
られました。船上でのCO2の回収および貯蔵技術、環境

への影響調査の方法や安全性などに関してIMOからの
承認取得に向けた準備を目的としています。
本プロジェクトのコンセプトは、①船舶から排出される
排気ガス中のCO2等を運航中に回収し、極低温プロセス
によりドライアイスに変換、②ドライアイスを船舶から
深海へ送り込み、CO2を液状や水和物として安全かつ
永続的に海底堆積物の中に貯蔵する、というものです。
CO2の回収および貯蔵技術は、新造船に限らず既存の
船舶にも導入可能です。また将来的にはバイオ燃料などと
組み合わせることで、排出するCO2よりも回収するCO2の
量が上回る、カーボンニュートラルの一歩先にある「カー
ボンネガティブ」な輸送を実現することができます。

▲

CO2回収・貯留・輸送
■ 国際的コンソーシアム「DecarbonICE」に参加
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▲ CCUSバリューチェーン

▲ 液化CO2輸送船のイメージ

当社は、カーボンニュートラル社会においてグローバルに
需要拡大が見込まれる、大型船による二酸化炭素(CO2)
輸送技術の開発に三菱重工グループの三菱造船(株)と共同
開発で取り組んでおり、2022年5月、一般財団法人日本
海事協会(NK)から大型液化CO2輸送船(LCO2船)の基本
設計承認(Approval.in.Principle.:.AiP)※を取得しました。
当社は、大型船によるCO2輸送技術の確立がカーボン

ニュートラル社会の実現に大きく寄与すると考えています。
CCUS※バリューチェーンにおける多様な技術を有する
三菱重工グループと一体となり、中小型船のみならず大型
LCO2船の早期実現を目指して取り組んでおります。今回
AiPを取得した船型をもとに、さらなる大型化を含む各
プロジェクトに適した船型の検討を進めるなど、今後さらに
CCUSバリューチェーンへの参画を促進して参ります。

当社は2021年12月に、ノルウェーのKnutsenグループと.
合弁会社Knutsen. NYK. Carbon. Carriers. AS　
(“KNCC”)を設立しました。KNCCは液化CO2の海上
輸送・貯蔵事業を全世界で商業展開することを目指して
います。既に普及している液化CO2の輸送技術の活用に
加え、常温で液化して輸送・貯蔵する技術（PCO2®）の
開発にも着手しており、2022年4月にノルウェー船級

協会のDNVから船級認証を取得しました。液化CO2を
常温で海上輸送・貯留可能な貨物タンクシステムが船級
認証を取得するのは世界初となります。
当社はKNCCを通じて、カーボンニュートラルな社会を
実現するために有効かつ必要な炭素回収・利用・貯留
（CCUS）のバリューチェーン構築に務めていきます。

■ 三菱造船(株)とCO2輸送技術の共同開発

■ 液化CO2の海上輸送・貯蔵事業への参画

※ CCUS
CO2を回収して転換利用や貯留を行うCCUSは、カーボンニュートラル社会を実現するための有効な手段として注目を集めています。そのバリューチェーンにおいて
LCO2船は、液化されたCO2を貯留および利用する拠点まで輸送するという必要不可欠な役割を担うものとして、将来的な需要の拡大が期待されています。

※ 基本設計承認(Approval in Principle : AiP）
認証機関が基本設計を審査し、技術要件や安全性の基準を満足すると承認されたことを示すもの。今回は液化ガスをばら積で輸送する船舶に適用されるIGCコード
およびNK船級規則に基づき、審査が実施されました。

参照：  ニュースリリース「三菱造船と日本郵船がCO2輸送技術の共同開発に合意」
. https://www.nyk.com/news/2021/20211109_01.html
. ニュースリリース「三菱造船と日本郵船が大型LCO2船の基本設計承認(AiP)を船級協会から取得」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220516_01.html

参照：  ニュースリリース「日本郵船とノルウェー・Knutsen.Groupが液化CO2輸送・貯留事業の新会社設立」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220118_02.html
. ニュースリリース「液化CO2の海上輸送用貨物タンクシステムが船級認証を取得」
. https://www.nyk.com/news/2022/202200406_01.htm
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当社はカーボンニュートラルな海上輸送サービスの実現.
に向け、邦船社で初めてカーボンオフセット※１を実施
します。今回のオフセット量である二酸化炭素（CO2）
5,000トンは当社の環境フラッグシップである自動車専
用船「ARIES.LEADER（アリエス・リーダー）」※２が日本
～中東間1航海で排出するCO2量に相当します。
「ARIES.LEADER」は数々の省エネ技術の導入および
大型化により、当社比較従来の船型に比べCO2排出量の
30％削減を達成しています（完成車1台の輸送に係る
排出量の比較）。今回の取り組みは、現在の技術レベルでは

削減が困難なCO2排出量に対してカーボンクレジット※３

を利用することで、理論上CO2排出量をゼロとする海上
輸送を実現します。
サプライチェーン全体における環境配慮への関心が
高まる中、国内外のお客さまからの要望にお応えする
ため、先行事例として取り組みました。今後は環境付
加価値の高い海上輸送サービスの選択肢の一つとして、
お客さまにカーボンオフセットを提案し、サプライチェーン
のCO2ゼロ化に貢献します。

▲

カーボンオフセット
■ カーボンニュートラルな海上輸送を目指して

※１ カーボンオフセット
温室効果ガス排出量のうち、自らの努力では削減が困難と思われる排出量の一部、または全部を、
他の場所で実現した温室効果ガスの排出削減・吸収量（クレジット）を購入することや、
他の場所での排出削減・吸収を実現するプロジェクトへの参画などにより、排出量を埋め合わせる（オフセットする）こと。

※２ 「ARIES LEADER（アリエス・リーダー）」
2014年に竣工した次世代の自動車専用船。数々の省エネ技術を導入し、当社の環境フラッグシップの一つに位置づけられている。

※3  カーボンクレジット
本件では西インドの風力発電プロジェクトを通じて創出されたクレジットを調達。
同プロジェクトは年間約375GWhのクリーンな電力を供給し、インドの急増する電力需要に対応している。

①
自
ら
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
認
識

削減努力

削減が困難な
部分の排出量

②主体的に削減する努力を行う

③クレジットを購入すること等により、
　排出量の全部または一部を埋め合わせる

クレジット
（他所での排出削減・

吸収量）排出量の埋め合わせ＝

カーボン・オフセット

参照：ニュースリリース「邦船社初、カーボンオフセットを実施」
. https://www.nyk.com/news/2019/20190918_01.html
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当社は、豪州で原生林再生プロジェクトを通じたCO2の
吸収とカーボンクレジットの販売を手掛けるAustralian.
Integrated.Carbonに、三菱商事（株）と共同設立した
持ち株会社Japan.Integrated.Carbonを通して出資し

ました。この取り組みを通じ、当社はカーボンクレジット
創出ビジネスの経験とノウハウを獲得し、世界の船舶の　
GHG排出量のネットゼロ化を支援することで当社の目指す
ESG経営を具現化できると考えています。

■ 豪州カーボンクレジット供給会社への出資

当社グループでは、2020年度より内部炭素価格を導入し、
投資判断を審議する投融資審議会や経営会議において、
投資判断に資する参考情報として活用しています。適用

価格※はEU-ETS等の価格を参照した上で決定しており、
最新の社会情勢を把握しつつ、半年ごとに見直しを行い
ます。

当社グループは、気候変動への適応のため、就航済み船舶
の改良工事により、さらなる省エネ運航を推進しています。
省エネ運航の推進により、船舶は建造時に想定されていた
航行速度より低速域での航行が一般的となりました。
当社グループでは、就航船のバルバスバウ※１の改造や
船体付加物“MT-FAST”※２の設置などにより、低速運航
仕様への改造や推進性能の改善を図っています。2014年
6月の改良工事実施後、半年間にわたり実航海データを
取得しビッグデータの性能解析を行った結果、推定値を

上回る23％ものCO2削減効果を確認しました。併せて
エンジンの運転状態等、本船のコンディションの検証も
行い、この改良工事が安全運航に影響を及ぼさないことも
確認しています。
当社グループが短期間かつ効率的に運航条件に適した
改造工事を検討する手法を確立している（特許取得済）
ことで、今後当社グループの運航船に対しても、この
手法に基づく工事を進め、省エネ効果のさらなる向上を
図っていきます。

▲

炭素排出価格

▲

適応策

※ 最新の適用価格は11,200円/t-CO2の設定としています

▲ 改造前
バルバスバウの改造（船型や運航条件に併せてバルバスバウの形を改造）

▲ 改造後

※１ バルバスバウ
本船の喫水線下の船首部分に取り付けられた、丸く突出したバルブ状の突起物。
船が進む際、波を起こすことによって受ける抵抗を打ち消す効果がある。

※２ MT-FAST
プロペラ前方に複数の翼を取り付け、プロペラの回転から生まれる旋回流による損失エネルギーを回収する省エネ装置。

▲ 原生林再生プロジェクトのイメージ
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※１「Getting to Zero Coalition」
非営利団体である「Global Maritime Forum」、「Friends of Ocean Action」、「World Economic Forum」間のパートナーシップをもとに設立され、
現在、海事、エネルギー、インフラ、金融各部門を代表する200社以上の企業・機関などが参加しています。

※２ GHG削減目標
IMOは2050年までに国際海運のGHG排出量を半減させる目標を設定しています。

参照：ニュースリリース「企業連合「Getting.to.Zero.Coalition」に参加」
. https://www.nyk.com/news/2019/20191003_01.html

当社は企業連合「Getting. to.Zero.Coalition」※１に
参加しました。
同連合は海事産業の脱炭素化を促進するため、「IMO
（国際海事機関）が定めたGHG削減目標※２を達成する
ために、2030年までに外航航路でゼロエミッション燃
料による船舶の運航を商業ベースで実現する」目標を掲

げています。
当社はESG（環境・社会・ガバナンス）と経営戦略の統合を
掲げ、事業活動を通じて社会課題解決に向けた取り組みを.
進めています。中でも気候変動を最重要課題の一つと.
位置づけ、次世代燃料への転換を推進し船舶燃料の.
低炭素化を進めています。

水素社会の早期実現に向けて、当社は2017年から
次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合(英語名：
Advanced.Hydrogen.Energy.Chain.Association.
for.Technology.Development、以下「AHEAD」)に
参画しています。

AHEADは2020年にNEDO助成事業の公募採択を受け、
MCH（メチルシクロヘキサン）を用いて世界初となる水素
国際サプライチェーンの実証を完了しました。
また、2021年からはENEOS（株）が国内で実施する
MCH実証事業へブルネイで生産したMCHを供給します。

▲

外部との協働
外部組織との協働
■ 企業連合「Getting to Zero Coalition」に参加

■ 次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合（AHEAD）に参画

日本船主協会は、国土交通省と協力し、国際海事機関
（IMO）でのGHG排出削減や規制の導入等に関する議論
において、リーダーシップを発揮しています。
当社は、日本船主協会の環境委員会および委員会の下部
組織となる各幹事会やタスクフォースのメンバーとして

活動しています。GHG排出等に関する議論の場である
GHGタスクフォースにおいて、当社は議長としてメン
バー企業の代表を務めるとともに、船主および船舶
オペレーターとして、海運業界における実行性のある気候
変動フレームワークの議論に積極的に参加しています。

当社は、海事産業の代替燃料変換による脱炭素化を
促進するための新たな研究センター「The.Maersk.Mc-
Kinney.Moller.Center.for.Zero.Carbon.Shipping
（以下、MMMCZCS）」に参画しました。MMMCZCSは、
米国船級協会(ABS)、A.P.Moller-Maersk、Cargill、
MAN.Energy.Solutions、三菱重工業(株)、Siemens
と当社の７社を創立パートナーとし、ゼロカーボン輸送の

ための非営利団体として設立されました。同センターは、
国際海事機関（IMO）が定めた温室効果ガス削減目標を.
達成するために、サプライチェーン全体における応用研究の.
協調的な取り組みを行い、ゼロカーボン船舶の運航を.
商業ベースで実現することを目標とします。当社は、同.
センターへの参画、及び社員の派遣を通して、代替燃料
への転換による船舶燃料の低炭素化を推進します。

■ 日本船主協会メンバーとしての活動

■ The Maersk Mc-Kinney Moller Center for Zero Carbon Shippingに参画

当社は、2021年6月に東京工業大学発のベンチャー企業
である「つばめBHB（株）」へ出資いたしました。
同社は東京工業大学の細野秀雄栄誉教授が発明した
エレクトライド触媒を用い、従来の技術より低温・低圧で

アンモニア生産できる技術の実用化を目指しており、当社
は革新的な技術の商業化をサポートし、環境負荷の
低減に貢献します。

■ つばめBHBへの出資
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第40回無担保社債（日本郵船グリーンボンド）に関する資金充当状況および環境改善効果
【資金充当レポート】(2020年10月に全額充当完了)
●.LNG関連（LNG燃料船、LNG燃料供給船）の一部に86億円充当
●.規制対応関連（スクラバー、バラスト水処理装置）の一部に14億円充当
●.上記に占めるリファイナンスの割合：24%

インパクトレポート 2018年度 2019年度 2018年度 2019年度 2018年度 2019年度

① LNG燃料船 1隻 2隻 ② LNG燃料供給船 1隻 1隻 ③ バラスト水処理装置 1隻 2隻
● GHG排出量 35,730mt/隻/年 ● GHG排出量 3,647mt/隻/年 ● 処理量 348,000mt/隻/年
● GHG削減率 21% ● GHG削減率 15% ④ SOxスクラバー – 9隻
● CO2削減率 30% ● CO2削減率 30% ● SOx削減率 86%/隻
● NOx削減率 30% ● NOx削減率 76%

● SOx削減率 99% ● SOx削減率 99%

当社は、ESG（環境・社会・ガバナンス）の観点を事業
戦略に取り込み、企業と社会の持続的な発展と成長を
目指す戦略を策定しました。そのために当社はグリーン
ファイナンスを推進し、環境投資への取り組みを幅広い
ステークホルダーの皆さまに発信するとともに、環境負荷の
低減を可能とする技術を通じて持続可能な地球社会の
実現に貢献します。
当社は、2018年5月に外航海運会社として世界で初めて
グリーンボンドを発行し、その後も、グリーンローンや

サステナビリティ・リンク・ローンを締結してまいりました。
また、2021年7月には、国内で初めて、GHG排出削減に
向けた企業の長期的な移行戦略に則ったプロジェクトへの
投資を使途とするトランジションボンドを発行しました。
以降もファイナンス面から環境性能に優れた技術への投資を.
支えるために、グリーンファイナンスの深度化を図っています。
また、当社はClimate.Bonds. Initiative※が設置する
ワーキンググループに参加し、外航海運業者が発行する
グリーンボンドの評価基準策定に協力しています。

■ グリーンファイナンス

※ Climate Bonds Initiative
債券市場を通じて、気候変動問題の解決を目的とする国際NGO機関。
グリーンボンドに関する情報発信とClimate Bonds Standardなどのグリーンボンド評価基準の策定や、政府、金融機関および事業会社に対する政策提言などを行う。

参照：「グリーンボンド」..
https://www.nyk.com/esg/envi/greenbond/
「グリーンローン」..
https://www.nyk.com/esg/envi/greenloans/
「サステナビリティ・リンク・ﾛーン」..
https://www.nyk.com/esg/envi/sustainabilitylinkedloan/
「トランジションボンド」..
https://www.nyk.com/esg/envi/transitionbond/

※ インパクトレポートの対象期間は、当年4月1日から翌3月31日の1年間　※ 船舶数は、本社債発行から当該報告年度までの期間に資金を充当した累積の隻数（ただし竣工前の船舶は含まない）
※ 環境改善効果は、第三者機関Vigeo Eirisと合意した年次影響推計モデルを用いた理論値　※ GHG排出量、削減率は、メタンガスの排出を加味した数値
※ LNG燃料船は、Vigeo Eirisが定める「論争の対象となっている活動」に関する製品を輸送していない

当社では、さまざまな形で外部組織と共同し、気候関連の問題に取り組んでいます。
■ 環境活動への参加・協賛

参照：「環境活動への参加・協賛」..
. https://www.nyk.com/esg/envi/contribution/

当社は、用船を含むすべての運航船の安全や環境に関
する情報共有や意見交換のため、定期的に船主や船舶
管理会社との会議（月1回）を開催しています。また、
SIMS（Ship.Information.Management.System）で.
毎時取得する航海や機関関連のデータを船主や船舶.

管理会社と共有し、機関事故の防止とともに、メインエン.
ジンの負荷を最小限に抑えた超低速航行（SSS：Super.
Slow.Steaming）の安全性を確認しています。船主の
ご協力により超低速航行を実現することで、燃料消費量
を抑え、環境負荷の低減に貢献しています。

■ 船主との協業
サプライヤーとの協働
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当社は、(株)商船三井、九州電力(株)との間で、世界初の.
LNG燃料大型石炭専用船２隻の長期輸送契約に関する
基本協定書を2019年12月に締結しました。本船は、
2023年に竣工を予定しています。
本船は、LNGを燃料とする世界初の大型石炭専用船で、
(株)商船三井と当社が運航を行い、当社顧客である九州
電力(株)の石炭火力発電所向けに海外から石炭を輸送
します。
なお、LNGは従来の船舶燃料油に比べて、硫黄酸化物.
（SOx）については約100％、窒素酸化物（NOx）について
は約80％、二酸化炭素（CO2）については約30％の排出

削減を見込めます。
LNG燃料は、九州電力(株)が主に火力発電向けに調達
しているLNGを、九州電力(株)の75％出資子会社である
北九州エル･エヌ･ジー(株)の陸上出荷設備を通じて、本船
に供給します。
今回の取り組みは、世界的な環境規制強化の中で、船舶
燃料の低炭素化に向けて有効な顧客との協働事例の一つ
であり、今後も顧客との協働により環境負荷の低いLNG
の導入促進を行うことで、低炭素社会の実現に寄与できる
ものと考えます。

当社グループ会社であるNYKバルク・プロジェクト(株)は、.
世界有数の銅生産会社でチリの国営企業である.
Corporación.Naciona l . de l . Cobre. de. Chi le
（CODELCO）と銅製品の海上輸送における脱炭素化に
向けた共同検討を行う覚書を締結しました。両社は

今後、銅精鉱のサプライチェーンにおける脱炭素化に向け、
次世代燃料技術の検証と開発を共同で推進し、ゼロ
エミッション船を用いて銅製品を海上輸送する検討に
取り組みます。　

当社は、資源メジャーの一角であるBHPと、両社取引関係の
拡大・深化および船舶輸送におけるサプライチェーンの
脱炭素化を目指す戦略的パートナーシップに関する覚書を
締結しました。

両社は今後、既存の省エネ技術、代替燃料を活用すると
ともに、特にグリーンアンモニア※とブルーアンモニア※を
燃料とする将来のネット・ゼロエミッションに向けた次世代
船舶用燃料の船についての研究開発を促進していきます。

■ 「世界初のLNG燃料大型石炭専用船」に関する基本協定書を締結

■ 銅製品 海上輸送の脱炭素化へCODELCOとNYKバルク・プロジェクトが共同検討

■ 脱炭素に向けBHPと日本郵船が戦略的パートナーシップを締結

顧客との協働

※ グリーンアンモニア
再生可能エネルギー由来で作られたアンモニア

※ ブルーアンモニア
天然ガス等を原料に作られ、その生成の過程で発生した二酸化炭素を地中に埋めるなどの処理をされたアンモニア
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2019年度の消費エネルギー
再生可能エネルギー源
からのエネルギー量

(MWh)

非再生エネルギー源
からのエネルギー量

(MWh)

総エネルギー量
(MWh)

燃料（原材料を除く） 0.00 49,119,056.91 49,119,056.91

購入または獲得した電力 859.07 114,058.86 114,917.93

熱 0.00 0.03 0.03

蒸気 0.00 0.86 0.86

冷却 0.00 0.04 0.04

自家生成非燃料再生可能エネルギー 0.00 0.00 0.00

総エネルギー消費 859.07 49,233,116.70 49,233,975.77

2021年度の消費エネルギー
再生可能エネルギー源
からのエネルギー量

(MWh)

非再生エネルギー源
からのエネルギー量

(MWh)

総エネルギー量
(MWh)

燃料（原材料を除く） 0.00 51,412,830.71 51,412,830.71

購入または獲得した電力 6,199.04 113,681.00 119,880.04

熱 0.00 0.00 0.00

蒸気 0.00 1.25 1.25

冷却 0.00 2.15 2.15

自家生成非燃料再生可能エネルギー 0.00 0.00 0.00

総エネルギー消費 6,199.04 51,526,515.11 51,532,714.15

2020年度の消費エネルギー
再生可能エネルギー源
からのエネルギー量

(MWh)

非再生エネルギー源
からのエネルギー量

(MWh)

総エネルギー量
(MWh)

燃料（原材料を除く） 0.00 43,640,341.20 43,640,341.20

購入または獲得した電力 1,374.90 116,144.79 117,519.69

熱 0.00 0.00 0.00

蒸気 0.00 1.13 1.13

冷却 0.00 0.36 0.36

自家生成非燃料再生可能エネルギー 0.00 0.00 0.00

総エネルギー消費 1,374.90 43,756,487.48 43,757,862.38

関連データ

▲

エネルギー
■ 過去３年間の消費エネルギー

（単位：ton-CO2e）

内容 排出量（割合）
スコープ1 運航船舶、航空機、トラック等 13,685,201.04 (76.89%)

スコープ2 オフィス 45,391.61 (0.26%)

スコープ3 船舶の建造、燃料精製、通勤・出張、廃棄物等 4,067,520.20 (22.85%)

合計 17,798,112.85 (100%)

※ CO2e：CO2 equivalent, 二酸化炭素換算の数値

▲
GHG排出量

■ 2021年度の当社グループのGHG排出量割合 

※ スコープ1、２、３のGHG排出データは、第三者検証機関によるデータ検証を受けています。
検証報告書 https://www.nyk.com/esg/pdf/ghg_emissions.pdf

（単位：ton-CO2e）

年　度
2019 2020 2021

スコープ1 13,360,688 11,650,054 13,685,201

スコープ2※ 52,102 49,444 45,391

■ 過去３年間のスコープ１・2でのGHG排出量

※ マーケットベース（実際に購入契約を結んだ電力の排出係数を用いて算出）での排出量です。
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■ 2021年度スコープ１のGHG排出量内訳

■ 2021年度のスコープ３でのGHG排出量

■ 2021年度のGHG原単位排出量

■ バイオマスやバイオ燃料などによるGHG排出

※ 上記データの収集・算出については、IPCC 第5次評価報告書を参照しました。

GHG 排出量(ton-CO2e)

CO2 13,191,038.965

CH4     73,694.87

N2O    172,165.925

合　計 13,436,899.76

購入した商品およびサービス 2021年度の排出量(ton-CO2e)

購入した製品・サービス 1,887,367.70

資本財 255,143.42

燃料およびエネルギー関連活動 1,907,793.57

操業中に発生した廃棄物    16,379.61

従業員の出張       678.71

従業員の通勤       157.18

合　計 4,067,520.20

バイオマスやバイオ燃料などによるGHG排出量はございません。

原単位数値 0.00000602

分子 （スコープ1+2でのGHG排出量（ton-CO2e）） 13,730,592.65

分母 （売上額合計（円）） 2,280,775,000,000

前年からの変化 17.19%減少
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汚染防止

考え方

体制

取り組み

目標と進捗

▲

方針

▲

責任と体制

▲

大気汚染防止

参照：「日本郵船グループ環境方針」（P.15）

参照：「環境活動推進体制図」（P.19）

2021年度の目標 2021年度末の達成・進行状況

NOxおよびSOx排出量の削減

①バラスト水処理装置の搭載推進
②環境に優しい解撤の実施
③海洋プラスチック汚染の実態解明への貢献

①17隻のレトロフィットを実施
②グループ会社の解撤現場でのモニタリングを実施
③タンカー2隻による30箇所のサンプリングを完了

大気汚染防止

取り組むテーマ

①環境規制を満たした船舶を6隻発注
②オフスペックによる燃料積み替えゼロ件
　（燃料油解析約3,300件)

海洋環境保全・
環境に優しい
技術等の採用

当社グループは、東京本社に「安全・環境対策推進委員会」（委員長：社長）を置き、世界で連携して活動できるグローバル
マルチサイト体制を整えています。

船舶の燃料は、主に重油を使用していますが、液化天然
ガス（LNG）へ燃料転換することで、重油使用時と比較
してCO2排出量を約30％、NOx排出量を約80％、SOxは
100％の削減が可能と見込まれています。当社はLNG.
燃料を将来的なゼロエミッション船を実現するまでの
ブリッジソリューションの一つと位置付けており、LNG
燃料船の積極的な導入を進めています。また、燃料として

使用するだけではなく、LNG燃料供給事業にも取り組ん
でおり、今後もLNG燃料市場を供給と需要の両面から
発展させ、船舶燃料のLNG化を促進し環境負荷の低減に
貢献します。
さらに、当社はアンモニアをはじめとするゼロエミッション
燃料の実用化に向けた取り組みにも着手しており、海事
産業だけでなくエネルギー産業の脱炭素化に貢献します。

当社グループは、「日本郵船グループ.環境方針」で明示の
通り、企業活動が地球環境に与える影響を考慮し、温室
効果ガス、NOx、SOx、オゾン層破壊物質、有害物質等

の排出を抑制・防止することで大気汚染防止に努めます。
また、船舶へのバラスト水処理装置の搭載や、環境に
優しい技術の採用等により、海洋汚染防止に努めます。

■ エネルギー転換の取り組み【LNG燃料船・LNG燃料供給事業・ゼロエミッション燃料】

参照：「低カーボンの製品サービス(P.33)」
. 「LNG燃料供給事業への参画(P.34)」
. 「新燃料への取り組み(P.36)」
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船舶解体時の、労働災害や環境汚染を最小限にするため
に、IMOにおいて2009年にシップリサイクル条約が採択
され、発効に向けた各国の批准が進んでいます。
船舶には良質な鉄が大量に含まれており、中大型船はその
9割以上が建築資材、再生素材や中古品として再資源化さ
れています。この貴重な再生資源を適切に処理することが
循環経済実現のためには重要です。
当社グループの船舶解体に関する目標は、シップリサイクル
条約の早期発効により世界中のすべての船舶が条約の
基準により適切に処理が行われることです。当社が先駆
けて条約の基準を取り込むことにより、条約をシップ
リサイクルに関わるすべてのステークホルダーにおけるス
タンダードとして定着させ、条約の早期発効に向けた機
運を高めることを目指します。
当社グループ会社の(株)日本海洋科学は、JICAの実施
する「インド国シップリサイクルヤード改善事業準備調査」

において、70ヤードを対象とした改修土木工事、廃棄物
焼却炉や有害物質処理装置等の機材選定、入札補助や
施工管理に対する補助に関するコンサルティングサービス
を実施し、インドのヤードが早期に条約適合するための
支援を行ってきました。
また、当社は2021年5月に、Sustainable.Shipping.
Init iat ive※が主宰するシップリサイクルの透明性を
高める情報開示プラットフォーム「Ship. Recycling.
Transparency. Initiative」(以下、SRTI)に邦船社として
初めて参加しました。SRTIへの参加を通じてさらに船舶
解体プロセスの透明性を高め、当社グループ所有船が
安全かつ適正にリサイクルされるよう、社会的責任を
果たしていくと同時に、外航海運業界における安全・
環境・人権に配慮する責任ある船舶リサイクルを促進し、
より健全なサプライチェーンの構築をめざします。

■ シップリサイクル

※ Sustainable Shipping Initiative
持続可能な海事産業への貢献を目指し、業界横断的な活動を行う国際的な非営利団体。 
船会社、港、造船所、機器メーカー、銀行、機関投資家、船級など、海事産業全体のバリューチェンにかかわる多企業・団体が加盟している。

参照：ニュースリリース「「Ship.Recycling.Transparency.Initiative」に邦船社として初めて参加」
. https://www.nyk.com/news/2021/20210511_01.html

当社解撤ポリシー
当社は条約締結に先立ち2008年には条約最終案を取り込んだ以下のリサイクルポリシーを制定
し、今後も改善を続けます。

●..当社および当社グループ会社所有の全船を対象とし、IHMを作成、本船に配備する。解撤可能性
のある船については優先的に作成を行い、ヤードへ引き渡す際には確実に配備する。

●..船級協会により条約の「適合鑑定書」の発行を受けたヤードを基本に、実際に現地に赴き、ISO.
14001/9001/.30000/OHSAS.18001の取得有無等も判断基準の材料としながら、当社独自
基準を満たした場合のみ当社認定ヤードとする。

●..定期的に当社認定ヤードへ赴き、環境・労働安全衛生の水準が当社の解撤方針・基準を維持
しているか確認する。

●..解撤の際は当社独自の解撤売船契約書を用い、ヤードへ引き渡し後は契約に基づいた安全・
環境の対応状況を確認し、解撤工程をモニタリングする。

船体やプロペラに付着する海藻や貝殻などで推進抵抗が
増し、燃料消費量の増加を招きます。船底には、付着を防ぐ.
ための塗料を塗布しますが、一定期間を過ぎると付着が.
始まってしまいます。定期的にダイバーにより海中の船体.
汚損状況や船底塗装状況を点検し、最適な時期にアンダー・

ウォーター・クリーニング（UWC）で、海中で船底の付着
物を除去したり、プロペラ研磨を実施しています。UWC
により約10％、プロペラ研磨で1～2％の燃料油消費改善
がみられる他、生物多様性保全の観点でも環境に配慮し
た船体のメンテナンスに積極的に取り組んでいます。

■ 船底付着物の除去による推進効率の改善

参照：「安全かつ環境に優しいシップリサイクルのための取り組み」..
. https://www.nyk.com/esg/envi/ocean/#anc-01
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▲

外部との協働

当社は、米国カリフォルニア州ロングビーチ港港湾局が
実施している減速航海プログラム「グリーンフラッグプロ
グラム」に参加しています。
このプログラムは、船舶からの排気ガスを抑制する目的で、
両港に入出港する船舶に対して、沿岸20マイル（約37キロ

メートル）もしくは40マイル（約74キロメートル）以内の
海域において12ノット以下で航行することを推奨しています。
ロングビーチ港において当社は、沿岸40マイル以内の
海域において減速航行し、例年90%以上の高遵守率を
維持しています。

当社は、フィリピンの大手複合企業サンミゲル・コーポ
レーション（以下、サンミゲル社）が取り組んでいる
「河川回復プロジェクト」に賛同し、5年間で総額150
万ドル（約1億７千万円）の寄付を決定しました。また、
2022年6月には、本プロジェクトで河川の浄化作業に
使用される重機2台を寄贈しました。フィリピンでは、
多量のプラスチックごみが河川に廃棄されることにより.
重大な環境問題が引き起こされている地域があり、
これら環境問題の改善と海洋マイクロプラスチックの

減少を目的として、サンミゲル社は河川の浚渫、回復を
進めています。フィリピンは世界最大の船員輩出国であり、
当社グループとしても船員の採用や育成などを通じて.
深い関わりがあり、本プロジェクトへの賛同、寄付は
“フィリピンへの恩返し”と考えています。また、海洋プラス
チック汚染の解消は、当社グループが“海への恩返し”
として取り組むべき社会課題と位置付けており、今回の
取り組みもその一環です。.

船舶の運航に伴い機関室などの底に露、漏洩水、油など.
が混じった油水混合物（ビルジ）が溜まります。当社では、.
ビルジの発生量を大幅に削減できる独自の仕組みを1996.
年に考案し、当社支配船に採用してきました。コンテナ船
の例では1日あたり28リットル（98.4％削減）に抑えること
ができました。
当社は海運業界の環境推進企業としてこのコンセプト
を世界に広げるべく、日本政府案として国際機関である
IMOに提案し、2006年3月に国際的なガイドラインとして
採択されました。

■ カリフォルニア州減速航海プログラムへの参加

■ サンミゲル社の「河川回復プロジェクト」に賛同および寄付

■ 当社のビルジシステムが国際的なガイドラインとして採択 ビルジシステム概念図

●従来型ビルジ処理

●NYK標準ビルジシステム

機関室
ビルジ

機関室
ビルジ

NYK標準
ビルジ
システム

排出量を
大幅に削減

ビルジの発生量を
大幅に削減

国際海洋
汚染防止条約
(MARPOL73/78)

ビルジセパレータ

国際海洋
汚染防止条約
(MARPOL73/78)

ビルジセパレータ

参照： ニュースリリース「サンミゲル社の「河川回復プロジェクト」に150万ドル寄付」.
. https://www.nyk.com/news/2021/20211119_01.html
. ニュースリリース「サンミゲル社の「河川回復プロジェクト」に河川浄化作業用重機を寄贈」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220607_01.html

売船契約 本船引き渡し 解体 資材ごとに
仕分け

リサイクル・
リユース

解撤の流れ

NYK 標準
契約書
通常の契約
+

・労働安全
・環境対応
・視察などを約束
   ▲ 船首側の解体風景 ▲ しっかり現場を確認
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運航船舶および航空機のGHG排出量を測定し削減の
取り組みを推進しています。

当社グループは、適切な環境保全のために要するコスト
把握に努めています。

関連データ

参照：「環境データ」（P.24）

20
21

20
18

20
19

20
20

GHG、NOx、SOxの排出量

20
17 （年度）

15,000

10,000

5,000

15,000

10,000

5,000

00

400

200

0

（千トン-CO2e） （千トン）

25,000 600

20,000

■  GHG（左軸）　
●  NOx（右軸）　
◆  SOx（右軸）

20
17

20
18

20
19

環境保全コスト

（年度）

（百万円）

20
20

13,685

250

28

8,243

20
21

※ GHG排出量はScope1の合計値
※ 邦船3社の定期コンテナ船事業の統合に伴い2018年度以降の集計スコープ

にコンテナ船は含まれていません
※ SOx Global Capに対応したことで、2020年1月1日より、舶用燃料の成分

を含有硫黄分Max3.5%のHSFOから含有硫黄分Max0.5%のLSFOへ仕様
変更したためSOx排出量が減少しました

※  2019年度以降はSOxスクラバーやバラスト水処理装置等の搭載費用により
大幅に増加しています

排水量
2019年度 2020年度 2021年度

排水量※（m2） 622,789.46 446,656.60 292,510.87

※ 当社グループを対象としています。

▲

インシデント調査と是正措置
当社は、本船からの漏油などによる海洋汚染を防止するため、全船における漏油事故の有無、件数および漏油量を把握
しています。また、漏油事故の被害を最小限にとどめるため、以下の対策をしています。

● 補油前と補油中の遠隔作動弁の作動の現場確認と、定期的な配管耐圧試験の実施
● 補油しないタンクも含めた全タンクの補油中の液面監視の徹底
● 遠隔油面監視および警報装置の採用推進
● 補油作業時の本船―バージ間の意思疎通手順の事前確認の徹底
● 油圧ホースの定期的な状態確認と定期的な交換

漏油事故件数
件数（件） 流量（L）

2021年 2 173

※  対象期間：2021年1月～2021年12月
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資源の保全

目標と進捗

体制

当社グループは、「日本郵船グループ環境方針」で明示の通り、省資源、省エネルギー、廃棄物削減等に取り組み、
海洋・地球環境の保全に努めます。

参照：「日本郵船グループ環境方針」（P.15）

参照：「環境活動推進体制図」（P.19）

▲

責任と体制
当社グループは、東京本社に「安全・環境対策推進委員会」（委員長：社長）を置き、世界で連携して活動できるグローバル
マルチサイト体制を整えています。

省資源・省エネルギー・廃棄物削減、リサイクル等への取り組み

本店オフィスでの水・紙の使用量、
およびGHG（電気・蒸気）排出量をそれぞれ

2020年度比0.5%削減。

2021年度目標

・20年度上期比で、電気-7.0％、蒸気+6.2％、
　水+25.2％、紙+22.5％となったが、コロナ前の19年
　上期比較ではすべての項目で減少
・本店電力の再エネ化を実施

2021年度末の達成・進行状況

考え方

▲

方針

取り組み
▲

廃棄物削減 / 資源使用量の削減
■ 廃棄物削減／資源使用量削減への取り組み →（株）ホンマ

資源の保全に関するデータは、「環境データ」をご参照ください。

関連データ

当社グループ会社の（株）ホンマは、東京、横浜を中心に
収集した廃棄物の中間処理、リサイクルを通して、廃棄物
削減、資源使用量削減に取り組んでいます。産業廃棄物
の中間処理に加え、2006年より横浜市の委託を受け、

家庭から出る容器包装プラスチックのリサイクル事業を
行っているほか、廃プラや木くずを原料としたRPF（固形
燃料）を製造、製紙メーカーなどに納めています。

参照：「（株）ホンマ.環境事業の取り組み」
. https://www.hnm.co.jp/business/environment/
.......「横浜市から令和３年度一般廃棄物収集運搬業優良事業者に認定されました」
. https://www.hnm.co.jp/2021/12/17/1045/

参照：「環境データ」（P.24）

ESG DATA BOOK 202256

EnvironmentNYK Group's ESG Social Governance

資源の保全



生物多様性

考え方

▲

方針
当社グループは、「日本郵船グループ環境方針」で明示の
通り、環境負荷物質の排出量削減、水中騒音の低減、
船体付着物の低減等のほか、海洋プラスチックの分布・

影響分析や環境DNA収集を通じた生態系把握等に取り
組み、生物多様性の保全に努めます。

■ 日本郵船グループと生物多様性の関係性マップ
当社グループは、企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）が
開発した「企業と生物多様性の関係性マップ」を参考に、
海運業のライフサイクルと生物多様性への影響、および.
関係した当社グループの取り組みを以下の通りまとめま

した。当社グループは、船を調達する・運航する・処分
する、などの全過程において生物多様性に影響を与える
可能性があるということを認識し、今後も、さまざまな
対策を実施していきます。

•停泊中の陸上電源の使用
•水エマルジョン燃料装置
•船底空気潤滑システム
•船型改造（バルバスバウ・プロペラ）
•船体付加物（MT-FAST※2など）
•船体・プロペラ清掃
•船底防汚塗料
•ビックデータの活用
 （SPAS※3、SIMS※4、SIMS2、
  LiVE※5、VPAS※6）
•燃節プロジェクト
 （IBIS、IBIS TWO）
•NAV9000（安全運航）
•Capt's DOSCA※7

•NYK e-missions'

大気への化学物質
排出

CO₂、NOx、SOxなど

水域への化学物質・
汚染物質排出

スズ、バラスト水など

•環境経営指針
  （燃料消費効率向上）
•低硫黄燃料の使用
•LNG燃料の使用
•潮流の有効利用

•スーパーエコシップ
  （コンセプト船）
•電子制御エンジン搭載
•LNG燃料対応エンジン
•デュアルレーティング
  システム※1（主機）
•EGRシステム

企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）開発の
「企業と生物多様性の関係性マップ」を参考に作図
     は日本郵船グループの取り組み
      INPUT  　    OUTPUT

•バラスト水の適正管理
•バラスト水処理装置※8

•ビルジシステム

•環境・安全対策適合ヤード
  での解体
•有害物質インベストリーリスト

エネルギー資源利用

水域への化学物質排出

大気への化学物質排出

土壌への化学物質排出

土壌への化学物質排出

水域への化学物質排出

造る
リサイクル

売る

日本郵船
グループ

船を
調達する

船を
処分する

大気への化学物質排出

船を
運航する

エネルギー資源・
自然資源利用

海、燃料油、潤滑油など

日本郵船グループと生物多様性の関係性マップ

※1 デュアルレーティングシステム
高速運航時と減速運航時のそれぞれに最適な2つの出力レンジを任意で選
択できるシステム

※2 MT-FAST
プロペラ前方に複数の翼を取り付け、プロペラの回転から生まれる旋回流に
よる損失エネルギーを回収する省エネ装置

※3 SPAS：Ship Performance Analyzing System
※4 SIMS：Ship Information Management System
※5 LiVE：Latest Information for Vessel Efficiency

SIMSで収集したビッグデータを可視化、最適運航のための判断を助ける
システム（ポータルサイト）

※6 VPAS：Vessel Performance Analysis System
船舶から送られる各種データを基に性能を解析するソフト

※7 Capt's DOSCA
最新の気象・海象予測情報を船舶へ配信するシステム

※8 バラスト水処理装置
バラスト水（船舶がバランスを保つために保持する海水。通常荷揚港で船底の
タンクに注水し、荷積港で排出）とともに運ばれた海洋生物を処理、生態系
を乱すことのないようにするシステム

参照：「日本郵船グループ環境方針」（P.15）
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1. 自然の恵みに感謝し、自然循環と事業活動との調和を志す

2. 生物多様性の危機に対してグローバルな視点を持ち行動する

3. 生物多様性に資する行動に自発的かつ着実に取り組む

4. 資源循環型経営を推進する

5. 生物多様性に学ぶ産業、暮らし、文化の創造を目指す

6. 国内外の関係組織との連携、協力に努める

7. 生物多様性を育む社会づくりに向け率先して行動する

日本経団連生物多様性宣言（要約）

海洋環境保全  環境に優しい技術等の採用

①バラスト水処理装置※の搭載推進
②環境に優しい解撤の実施
③海洋プラスチック汚染の実態解明への貢献

2021年度目標

①17隻のレトロフィットを実施
②グループ会社の解撤現場でのモニタリングを実施
③タンカー2隻による30か所のサンプリングを完了

2021年度末の達成・進行状況

※ バラスト水処理装置
 バラスト水（船舶がバランスを保つために保持する海水。通常荷揚港で船底の

タンクに注水し、荷積港で排出）に含まれる水生生物の越境移動を防止し、
生態系を保つために海洋生物を処理するシステム

体制

目標と進捗

▲

責任と体制
当社グループは、東京本社に「安全・環境対策推進委員会」（委員長：社長）を置き、世界で連携して活動できるグロー
バルマルチサイト体制を整えています。

■ 「生物多様性宣言推進パートナーズ」への参加

当社は「日本経団連.生物多様性宣言」の趣旨に賛同
し、2009年12月に「日本経団連生物多様性宣言」推進
パートナーズに参加、2010年10月に発足した「生物多

様性民間参画パートナーシップ」へも参加しています。
生物多様性宣言および行動指針に則った事業活動を
行っていきます。

参照：「環境活動推進体制図」（P.19）
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運航船ネットワークを活用したマイクロ
プラスチックの採取

サンプルの提供

調査海域の依頼 サンプルの分析調査

プラゴミマップの作成
（イメージ）

新たなソリューション
創出へ

取り組み
■ バラスト水を適正に処理し、生物の多様性を保全
海洋環境に影響を及ぼす水生生物の越境移動を防止
するために、IMOにおいて、2004年にバラスト水管理
条約が採択、2017年9月に発効しました。この条約では、

バラスト水処置装置の順次搭載を義務付けています。
当社グループでは、計画的にバラスト水処理装置の搭載
を進め、2024年には全船への搭載が完了する予定です。

海水排出

海水注入 海水注入

航海

海水排出

貨物

海水＝バラスト水

クリーンな水
排水

注水
海に戻す

積み荷港

揚げ荷港

バラスト水イメージ図

フィルタ 殺菌 中和
混ぜる

タンク

▲

生物多様性の取り組み

当社は2020年3月、世界的な環境問題である海洋プラス
チック汚染の実態解明への貢献の第一歩として、船舶を
用いた外洋に浮遊するマイクロプラスチックの採取・分析
調査に関する覚書を千葉工業大学と締結しました。
当社運航船による外洋のマイクロプラスチックのサンプルは、
これまでに150カ所を超える地点で採取され、千葉工業
大学で分析後、「世界海洋プラごみマップ」としてまとめられ、

Webサイトで公開されています。
また、2023年1月には海洋プラスチック問題の根本的
解決に向け、千葉工業大学へ「顕微ラマン分光装置」を
寄贈しました。当社は、今回の寄贈を通じて調査した実測
データを世界で初めて公表し、国際社会に貢献することを
目指しています。

■ 海洋プラスチック汚染への調査協力

参照：.ニュースリリース「世界初、マイクロプラスチック分布の大規模な外洋調査を開始」
. https://www.nyk.com/news/2020/20200306_01.html
. ニュースリリース「マイクロプラスチックの海洋調査で100ヵ所・100サンプリングを達成」
. https://www.nyk.com/news/2021/20210317_01.html
. ニュースリリース「海洋プラスチック問題の根本的解決に向け、千葉工業大学へ「顕微ラマン分光装置」を寄贈」
. https://www.nyk.com/news/2023/20230125_01.html
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当社は2022年6月1日に設立された、環境DNAを用いた.
自然共生社会の実現を目指す「ANEMONE※コンソー
シアム」へ参加し、生物多様性を保全する活動に協力して
います。環境DNAとは、水中や土壌中などの環境中に
存在する生物由来のDNAを指し、これを分析することに.
よりそこに住む生物の種類を知ることができます。今後、
環境DNAを用いて生物多様性を見える化し、生物の保全や
計画的活用につなげていくことが期待されています。
当社は、当社グループの運航船にて外洋の環境DNA.
サンプリングを行い、北海道大学、東北大学に提供して
います。提供したサンプルは北海道大学、東北大学で
分析され、その結果は「ANEMONEデータベース」にて
公表されています。また、2022年10月にはANEMONE
コンソーシアムの代表機関でもある国立大学法人東北大
学を中心としたプロジェクト「ネイチャーポジティブ成長
社会実現拠点」が、国立研究開発法人科学技術振興機構の

「共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）」に採択
されました。
本プログラムは、大学等が中心となって未来のあるべき
社会像を策定し、その実現に向けた研究開発を推進する.
とともに、持続的に成果を創出する自立した産学官共創
拠点の形成を目指す産学連携のプログラムです。環境
DNAの大規模観測から得られる自然情報を活用し、地域.
住民による自然の自治管理を基礎に、産官学民が連携し、
自然を豊かにすると同時に発展する新しい社会の実現を
目指すもので、環境DNA観測網の拡充に向けた大きな
一歩となります。当社は、運航船を用いた外洋の環境
DNAサンプリングを行うことで、生物多様性情報の収集、
蓄積、またその利活用へ貢献します。
当社は今後も、「ANEMONEコンソーシアム」の一員と
して、生物多様性の保全・回復に貢献していきます。

当社は、国連グローバル・コンパクトによる「Sustainable.
Ocean.Principles（持続可能な海洋原則）」に日本企業で
初めて賛同し、持続可能な海洋への取り組みを進めていく
ことを表明しました。同原則は、気温の上昇、酸性化、天然
資源の枯渇、陸と海からの汚染等によって急速に悪化

している海洋を保護・回復させることが急務との認識の
もと、2019年9月にUNGCにより公表された事業領域や
地域を越えた責任ある企業団体のフレームワークです。
同原則には今回全世界で150社が署名し、その時価
総額の合計は1兆ユーロにのぼります。

■ 環境DNAを用いて自然共生社会を実現

■ 国連グローバル・コンパクト「Sustainable Ocean Principles（持続可能な海洋原則）」に賛同

▲ 「ANEMONE DB」参照サイト画面 ▲ 海水サンプリングを行う近海郵船の運航船「ましう」

※ ANEMONE：All Nippon eDNA Monitoring Network。環境DNA（eDNA）を利用し、生物多様性を観測するネットワークのことを指す。

参照：..ニュースリリース「“世界初”.環境DNAビッグデータが生物多様性を見える化！.生き物の天気図を示すオープン
データ「ANEMONE.DB(アネモネデータベース)」の運用開始」

. https://www.nyk.com/news/2022/20220602_01.html

........ ニュースリリース「「環境DNA」の取り組みが「共創の場形成支援プログラム」に採択」

. https://www.nyk.com/news/2022/20221027_01.html

参照：.ニュースリリース「国連グローバル・コンパクト「Sustainable.Ocean.Principles（持続可能な海洋原則）」に賛同」
. https://www.nyk.com/news/2022/20220628_01.html
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